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調査背景 
 
我が国の ICT基盤は世界的に見ても高い水準にあり、特にブロードバンドをはじめとす
るインフラ整備面においては、先進国の中でも先行している。ブロードバンドは既に我が

国にとって社会的・経済的に重要なインフラとなりつつあり、今後は全ての国民がブロー

ドバンドの恩恵を享受できる環境を構築していくことが、我が国の政策として重要な意味

を持つと考えられる。また、先行研究等によれば、ブロードバンドの普及率とその国の経

済成長は強い相関性があることが示されており1、全ての国民がブロードバンドのサービス

を利用することは我が国経済の大きな原動力となりうる。 
しかしながら、国内の情報化の進展度状況についてみると、ブロードバンドをはじめと

する ICTインフラの普及及びその利活用は、依然として一部の地域、あるいは年齢層に限
られている等、情報格差が存在しているのが実態である2。従って、多くの国民に対して、

ブロードバンドなどの ICTインフラがもたらすメリットを訴求し、サービスの質や量を充
実させていくとともに、情報格差を埋めていく様々な施策を展開していくことが重要であ

る。こうした情報格差の是正によって、全ての国民が ICTの恩恵を享受し、その利用や消
費が拡大していくことで、我が国の経済発展を押し上げるものと考えられる。 

 
調査目的 
 
 本調査研究では、上記のような実態に鑑み、国民が等しく ICTの恩恵を享受できる社会
の実現に向けて、ICT利活用による国民の便益を定量的に測定・把握するとともに、イン
ターネット・ブロードバンドの未利用者が恩恵を受けるための課題を抽出し、解決のため

の方策を定性的に分析することを目的とする。具体的には、国内の ICT産業をマクロ的に
分析するとともに都道府県の情報化進展度状況を定量的に把握する。次に、インターネッ

ト・ブロードバンドの利用者、未利用者の効用の測定及び現在の最先端ブロードバンドサ

ービスが全国民に普及した場合の経済効果を算出する。 
 

                                                   
1 世界銀行 「Information and Communications for Development 2009年」 
2 総務省「通信利用動向調査」等 
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１. 我が国の情報通信産業に係わる現状把握 
１.１ 情報通信産業のレイヤー別市場分析 

 
 平成 21 年版情報通信白書の「第 1 部第 1 章第 1 節 3 停滞の中で萌芽する情報通信のダ
イナミズム 図表 2-1-3-1 情報通信産業のレイヤー別市場規模（平成 19年）」と同様の手法
により、平成 20年の情報通信産業のレイヤー別（端末、ネットワーク、プラットフォーム、
コンテンツ・アプリケーション）市場規模を推計した。 
 さらに、過去 3 年間の市場規模の推計結果に基づいて、各レイヤーの市場の推移につい
て分析・整理した。なお、使用するデータについては、中立性を保つため、公的機関・組

織の公表している継続性のある定量データを優先的に用いるものとした。 
 
１.１.１. 各レイヤーの定義 

 コンテンツ・アプリケーション層、プラットフォーム層、通信（ネットワーク）層、端

末層の各レイヤーの定義は以下の通りである。 

図表 １-１ 各レイヤーの具体例と定義 

コンテンツ・アプリコンテンツ・アプリ
ケーション層ケーション層

通信（ネットワーク）層通信（ネットワーク）層

 
 
レイヤー 定義 

コンテンツ・アプリケー

ション層 
情報通信に関わるサービスやコンテンツの制作及び供給に関わ

る事業、情報通信システムに関するアプリケーションやソフトウ

ェアの開発・運用等に関わる事業に該当するレイヤー 
プラットフォーム層 ユーザ認証、機器（端末）認証、コンテンツ認証などの各種認証

機能、ユーザ認証機能、課金機能、DRM(Digital Rights 
Management)機能、QoS(Quality of Service)制御機能などを提供
するレイヤー 

通信（ネットワーク）層 通信と放送を含む伝送事業に該当するレイヤー 
端末層 ユーザが利用する情報通信端末の製造事業に関するレイヤー 
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１.１.２. 各レイヤーの市場規模の整理 

 
 情報通信産業のレイヤー別市場の分析は、「ユビキタスネット社会におけるプラットフォ

ーム機能のあり方に関する研究会」及び「ICT ビジョン懇談会戦略 WG」において、コン
テンツ・アプリケーション、プラットフォーム、通信（ネットワーク）、端末の各レイヤー

を対象に行われたのが最初であり、平成 21年版情報通信白書において継続的な分析が行わ
れた。当初の「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研

究会」及び「ICTビジョン懇談会戦略WG」で提示された結果では、BtoB eマーケットプ
レイスという項目が含まれていたが、平成 21年版情報通信白書及び今回の調査においては、
電子商取引市場の成長や携帯電話を中心とするモバイルサービスの伸張に注目し、BtoC 
EC市場、モバイルコンテンツ市場、モバイルコマース市場等を取り上げた。 
以下のとおり、公開資料を基本として、平成 17年～平成 20年までの市場規模の整理（実

績と推計）と、各レイヤーの市場規模推移を分析した。 
 

コンテンツ・アプリ
ケーション
レイヤー

（約27.67兆円）

プラットフォーム
レイヤー

（約2.29兆円）

通信レイヤー
（約18.77兆円）

端末レイヤー
（約25.61兆円）

受注ソフトウェア開発 7.00兆円
業務用パッ
ケージ

0.65兆円

情報処理サービス
0.92兆円

その他 ソフト

ウェア
1.48兆円

システムメンテナンス
4.02兆円

映画・ビデオ制作・配給 1.46兆円
新聞 2.35兆円
出版 2.08兆円
ニュース供給 0.40兆円
情報提供サービス 2.60兆円
ゲームソフト 0.49兆円
インターネット広告 0.28兆円

BtoC EC 3.20兆円
モバイルコンテツ

0.32兆円
モバイルコマース

0.41兆円
SNS/ブログ

0.009兆円

ISP
0.71兆円
ASP
0.55兆円

ECｻｲﾄ運営
0.10兆円
統合ｾｷｭﾘﾃｨ
ｻｰﾋﾞｽ

0.005兆円

ｵﾝﾗｲﾝ
決済
0.15
兆円

専用線等
0.84兆円

固定音声
4.39兆円

移動音声
6.33兆円

固定データ通信
1.29兆円

固定データ通信
1.29兆円

移動データ通信
2.41兆円

移動データ通信
2.41兆円

放送市場
3.51兆円
放送市場
3.51兆円

液晶デバイス 1.66兆円
電子部品 2.95兆円 半導体 4.13兆円

電池 0.67兆円

ステレオ、
オーディオ等

1.11兆円

磁気テープ・磁
気ディスク等

0.43兆円

プリンタ、
事務用機械等

1.87兆円

オーディオディスク・
テープ等
0.19兆円

通信ケーブル
0.18兆円

電話機、
交換機等
0.69兆円

携帯電話機、
無線通信装置等

2.76兆円

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器 3.19兆円
家庭用電気機器 2.30兆円

PC、光ディクス装置等
PC関連機器

3.48兆円

電子
認証
ｻｰﾋﾞｽ
0.009
兆円

ﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰ
0.75
兆円

ｺﾝﾃﾝﾂ
配信
基盤
0.008
兆円

 
〔出典〕モバイルコンテンツ/モバイルコマース：MCF 公表データ、その他のコンテンツ･アプリケーション：総務省「情報通信白書（平成 20 年）、ゲームソフ

ト：DCAj「デジタルコンテンツ白書 2008」、インターネット広告：電通「2007 年日本の広告費」、ASP：ASPIC「ASP 白書」（09/10）、その他のプラット

フォーム ：野村総合研究所「IT 市場ナビゲータ」、放送市場：総務省「情報通信白書（平成 20 年） 」、その他の通信：「モバイルビジネス研究会」報

告書及び「平成 20 年情報通信白書」より推計、家庭用電気機器：JEMA「家庭用電気機器出荷推移表」、液晶デバイス/電子部品/半導体：JEITA「電子

工業生産実績表」、電池：(社)電池工業会「電池の総生産」、その他の端末：総務省「情報通信白書（平成 20 年） 

図表 １-２ 平成 17年のレイヤー別市場規模実績及び推計 
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コンテンツ・アプリ
ケーション
レイヤー

（約29.44兆円）

プラットフォーム
レイヤー

（約2.68兆円）

通信レイヤー
（約18.88兆円）

端末レイヤー
（約26.85兆円）

受注ソフトウェア開発 7.30兆円
業務用パッ
ケージ

0.67兆円

情報処理サービス
0.90兆円

その他 ソフト

ウェア
1.52兆円

システムメンテナンス
4.18兆円

映画・ビデオ制作・配給 1.44兆円
新聞 2.31兆円
出版 2.04兆円
ニュース供給 0.40兆円
情報提供サービス 2.51兆円
ゲームソフト 0.67兆円
インターネット広告 0.48兆円

BtoC EC 4.04兆円
モバイルコンテツ

0.37兆円
モバイルコマース

0.56兆円
SNS/ブログ

0.03兆円

ISP
0.73兆円
ASP
0.65兆円

ｵﾝﾗｲﾝ
決済
市場
0.15
兆円

専用線等
0.68兆円

固定音声
4.11兆円

移動音声
6.24兆円

固定データ通信
1.65兆円

固定データ通信
1.65兆円

移動データ通信
2.66兆円

移動データ通信
2.66兆円

放送市場
3.54兆円
放送市場
3.54兆円

液晶デバイス 1.68兆円
電子部品 3.33兆円 半導体 4.53兆円

電池 0.70兆円

ステレオ、
オーディオ等

1.19兆円

磁気テープ・磁
気ディスク等

0.41兆円

プリンタ、
事務用機械等

2.12兆円

オーディオディスク・
テープ等
0.18兆円

通信ケーブル
0.20兆円

電話機、
交換機等
0.63兆円

携帯電話機、
無線通信装置等

2.87兆円

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器 2.68兆円
家庭用電気機器 2.32兆円

PC、光ディクス装置等
PC関連機器

4.01兆円

ECｻｲﾄ運営
0.11兆円
統合ｾｷｭﾘﾃｨ
ｻｰﾋﾞｽ

0.007兆円

電子
認証
ｻｰﾋﾞｽ
0.010
兆円

ﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰ
0.84
兆円

ｺﾝﾃﾝﾂ
配信
基盤
0.010
兆円

電子
ﾏﾈｰ
0.18
兆円

〔出典〕コンテンツ･アプリケーション ：総務省「情報通信白書（平成20年） 」、ただし※1は「情報通信白書（平成19年）」、
ただし、ゲームソフト・・・DCAj「デジタルコンテンツ白書2008」、インターネット広告・・電通「2007年にほんの広告費」
プラットフォーム ：野村総合研究所「IT市場ナビゲータ2009年版」、富士キメラ総研「ブロードバンドビジネス市場調査総覧2008」、
ただし、ASP・・・ASPIC「ASP白書」（09）、
通信：「モバイルビジネス研究会」報告書及び「平成20年情報通信白書」より総務省推計、ただし、放送市場・・・総務省「情報通信白書（平成20年） 」
端末：総務省「情報通信白書（平成20年）、ただし家庭用電気機器・・・JEMA「家庭用電気機器出荷推移表」、
液晶デバイス、電子部品、半導体・・・JEITA「電子工業生産実績表」、電池・・・(社)電池工業会「電池の総生産」  

図表 １-３ 平成 18年のレイヤー別市場規模実績及び推計 

〔出典〕コンテンツ･アプリケーション ：総務省「情報通信白書（平成20年） 」、ただし※1は「情報通信白書（平成19年）」、
ただし、ゲームソフト・・・DCAj「デジタルコンテンツ白書2008」、インターネット広告・・電通「2007年にほんの広告費」
プラットフォーム ：野村総合研究所「IT市場ナビゲータ2009年版」、富士キメラ総研「ブロードバンドビジネス市場調査総覧2009」、
ただし、ASP・・・ASPIC「ASP白書」（09）、
通信：「モバイルビジネス研究会」報告書及び「平成20年情報通信白書」より総務省推計、ただし、放送市場・・・総務省「情報通信白書（平成20年） 」
端末：総務省「情報通信白書（平成20年）、ただし家庭用電気機器・・・JEMA「家庭用電気機器出荷推移表」、
液晶デバイス、電子部品、半導体・・・JEITA「電子工業生産実績表」、電池・・・(社)電池工業会「電池の総生産」

コンテンツ・アプリ
ケーション
レイヤー

（約32.64兆円）

プラットフォーム
レイヤー

（約3.51兆円）

通信レイヤー
（約19.16兆円）

端末レイヤー
（約26.23兆円）

受注ソフトウェア開発 8.02兆円
業務用パッ
ケージ

0.71兆円

情報処理サービス
0.92兆円

その他 ソフト

ウェア
1.62兆円

システムメンテナンス
5.09兆円

映画・ビデオ制作・配給 1.43兆円
新聞 2.26兆円
出版 2.03兆円
ニュース供給 0.39兆円
情報提供サービス 2.57兆円
ゲームソフト 0.71兆円
インターネット広告 0.60兆円

BtoC EC 5.10兆円
モバイルコンテツ

0.43兆円
モバイルコマース

0.73兆円
SNS/ブログ

0.04兆円

専用線等
0.63兆円

固定音声
3.81兆円

移動音声
6.03兆円

放送市場
3.62兆円

液晶デバイス 1.72兆円
電子部品 3.47兆円 半導体 4.62兆円

電池 0.77兆円

ステレオ、
オーディオ等

1.04兆円

磁気テープ・磁
気ディスク等

0.34兆円

プリンタ、
事務用機械等

1.67兆円

オーディオディスク・
テープ等
0.14兆円

通信ケーブル
0.21兆円

電話機、
交換機等
0.57兆円

携帯電話機、
無線通信装置等

2.95兆円

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器 2.71兆円
家庭用電気機器 2.30兆円

PC、光ディクス装置等
PC関連機器

3.72兆円

ISP
0.74兆円
ASP
0.85兆円

ｵﾝﾗｲﾝ
決済
市場
0.18
兆円

ECｻｲﾄ運営
0.12兆円
統合ｾｷｭﾘﾃｨ
ｻｰﾋﾞｽ

0.009兆円

電子
認証
ｻｰﾋﾞｽ
0.012
兆円

ﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰ
0.93
兆円

ｺﾝﾃﾝﾂ
配信
基盤
0.011
兆円

電子
ﾏﾈｰ
0.65
兆円

固定データ通信
1.89兆円

移動データ通信
3.18兆円

※ 赤枠の個所は平成17～19年の年平均成長率が10%超の分野

 

図表 １-４ 平成 19年のレイヤー別市場規模実績及び推計 
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コンテンツ・アプリ
ケーション
レイヤー

（約33.28兆円）

プラットフォーム
レイヤー

（約4.15兆円）

通信レイヤー
（約17.99兆円）

端末レイヤー
（約25.34兆円）

受注ソフトウェア開発 8.19兆円
業務用パッ
ケージ

0.68兆円

情報処理サービス
0.93兆円

その他 ソフト

ウェア
1.55兆円

システムメンテナンス
5.24兆円

映画・ビデオ制作・配給 1.36兆円
新聞 2.15兆円
出版 1.89兆円
ニュース供給 0.38兆円
情報提供サービス 2.45兆円
ゲームソフト 0.65兆円
インターネット広告 0.70兆円

専用線等
0.57兆円

固定音声
3.29兆円

移動音声
5.10兆円

放送市場
3.58兆円

液晶デバイス 1.83兆円
電子部品 3.09兆円 半導体 4.17兆円

電池 0.84兆円

ステレオ、
オーディオ等

0.94兆円

磁気テープ・磁
気ディスク等

0.39兆円

プリンタ、
事務用機械等

1.68兆円

オーディオディスク・
テープ等
0.12兆円

通信ケーブル
0.21兆円

電話機、
交換機等
0.60兆円

携帯電話機、
無線通信装置等

2.76兆円

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、
ビデオ機器 2.61兆円
家庭用電気機器 2.30兆円

PC、光ディクス装置等
PC関連機器

3.79兆円

電子
認証
ｻｰﾋﾞｽ
0.011
兆円

〔出典〕コンテンツ･アプリケーション ：総務省「情報通信白書（平成20年） 」、ただし※1は「情報通信白書（平成19年）」、
ただし、ゲームソフト・・・DCAj「デジタルコンテンツ白書2008」、インターネット広告・・電通「2007年にほんの広告費」
プラットフォーム ：野村総合研究所「IT市場ナビゲータ2010年版」、富士キメラ総研「ブロードバンドビジネス市場調査総覧2010」、
ただし、ASP・・・ASPIC「ASP白書」（09/10）、
通信：「モバイルビジネス研究会」報告書及び「平成20年情報通信白書」より総務省推計、ただし、放送市場・・・総務省「情報通信白書（平成20年） 」
端末：総務省「情報通信白書（平成20年）、ただし家庭用電気機器・・・JEMA「家庭用電気機器出荷推移表」、
液晶デバイス、電子部品、半導体・・・JEITA「電子工業生産実績表」、電池・・・(社)電池工業会「電池の総生産」

※ 赤枠の個所は平成17～20年の年平均成長率が10%超の分野

BtoC EC 5.69兆円
モバイルコンテツ

0.48兆円
モバイルコマース

0.87兆円
SNS/ブログ

0.07兆円

ISP
0.76兆円
ASP
1.00兆円

ｵﾝﾗｲﾝ
決済
市場
0.21
兆円

ECｻｲﾄ運営
0.14兆円
統合ｾｷｭﾘﾃｨ
ｻｰﾋﾞｽ

0.011兆円

ﾃﾞｰﾀ
ｾﾝﾀｰ
1.02
兆円

ｺﾝﾃﾝﾂ
配信
基盤
0.013
兆円

電子
ﾏﾈｰ
0.99
兆円

固定データ通信
1.94兆円

移動データ通信
3.50兆円

 

図表 １-５ 平成 20年のレイヤー別市場規模実績及び推計 
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１.１.３. 各レイヤーの市場規模の推移 

 
 各レイヤーの市場規模推移を図表 １-６に示す。端末レイヤーは、産業のグローバル化や
水平統合化を背景とした価格競争の影響を背景に、平成 17 年～平成 20 年は減少傾向で推
移していることが分かる。また、通信レイヤーにおいても、平成 20年に減少に転じた。 
 一方、過去 4年間の ICT関連市場を牽引しているのは、コンテンツ・アプリケーション、
プラットフォームの上位レイヤーとなっていることが分かる。特に、コンテンツ・アプリ

ケーションレイヤーの市場規模の大きさと成長率は注目され、今後も情報通信産業の牽引

役になるものと推察される。プラットフォームレイヤーについては、市場規模は小さいも

のの、市場成長率の伸張が著しい。 
 情報通信産業の牽引役は、従来の端末レイヤーから上位レイヤーへの移行が顕在化して

おり、今後もこの傾向が続くものと推察される。 

25 .61 26 .85 26 .23 25 .34

18 .77 18 .88 19 .16 17 .99

2 .29
2 .68 3 .51 4 .15

27 .67
29 .44

32 .64 33 .28

0
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80

100

平成17 平成18 平成19 平成20

コンテンツ・アプリケーションレイヤー

プラットフォームレイヤー

通信レイヤー

端末レイヤー

市
場
規
模
（
兆
円
）

74.33 77.85
81.53 80.75

(6.4%)

(17.0%)

(0.6%)

(4.9%)

(10.9%)

(30.9%)

(1.5%)

(-2.3%)

(2.0%)

(18.3%)

(-6.1%)

(-3.4%)

 

図表 １-６ 平成 17年～平成 20年のレイヤー別市場規模推移 
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１.２ 情報化進展状況の都道府県別比較 

 
 本節では、情報化進展状況を都道府県別に比較する。具体的には、情報通信白書の平成 9
年版及び同 14～17年版に掲載されている「地域別情報化指標」について数値を更新すると
ともに関連指標を追加し、これらの指標を通じて、都道府県別に分析した。なお、評価に

使用するデータについては、中立性を保つため、公的機関・組織の公表している定量デー

タを原則用いるものとした。 
 
１.２.１. 国内の ICT基盤に関する評価指標 

 
 本調査で取り上げた指標を以下に示す。（指標の定義及び出典の詳細は「付録２ 都道府

県別比較における地域別情報化指標の出典」を参照）。 

図表 １-７ 地域別情報化指標一覧 

区分 指標 

(1)インターネット人口普及率 

(2)ブロードバンド契約数世帯比 

(3)FTTH 契約数世帯比  

1. インターネット 

(4)DSL 契約数世帯比 

(5)携帯電話・PHS 契約数人口普及率 2. 携帯電話 

(6)携帯インターネット人口普及率 

(7)地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 

(8)BS 放送(NHKBS）契約数世帯比 

3. 放送 

(9)ＣＡＴＶ契約数世帯比 

(10)情報通信業の有業者の割合 

(11)ソフト系 IT 産業 3 業種 2007 年 9 月事業所数 

(12)ソフト系 IT 産業 3 業種 2007 年 9 月新規立地率 

4. 企業 

(13)ソフト系 IT 産業 3 業種 2007 年 9 月廃業率 

(14)教育用 PC1 台あたりの児童生徒数（人/台） 

(15)学校のインターネット接続率（光ファイバ回線） 

(16)学校のインターネット接続率（30Mbps 以上回線） 

(17)普通教室の LAN 整備率 

5. 教育 

(18)PC で指導できる教員の割合（複数項目） 
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１.２.２. 都道府県別評価結果 

 
各都道府県の情報化指標について、各指標内での標準偏差を平均化した上で、それらを

合算し総合評価を行った。これを平成 17年度時点のデータと、本調査で更新した結果（新
指標の評価も含む）を用いて比較した。 
 結果を図表 １-８に示す。H17 年度に続き、東京都が最も情報化が進んでいるという結
果となったものの、今回の調査では、平成 17 年度ほどは突出した結果とはなっていない。
このことから、各地域において情報化が進展し、都道府県別の格差は縮小傾向にあるとい

える。 
平成 17年度と比較すると、岡山県、愛知県、富山県、秋田県については、主に「ソフト
系 IT産業 3業種の新規立地率」の向上によって、総合評価順位を大幅に上げる結果となっ
た。 
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く上げているが、これはソフト系IT産業3業種の
新規立地率の向上によるところが大きい。

 

図表 １-８ 地域別情報化の総合評価 
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図表 １-９に、ブロードバンド普及率について、H17 年度調査時からの向上幅の高い順
に都道府県を並べた結果を示す。向上幅でみると、1位は滋賀県、2位は富山県、3位は東
京都となっており、大都市圏以外の地域においても普及が進展している状況が伺える。現

状の普及率でみると、1位は東京都（78%）、2位は神奈川県（71%）、3位は大阪府（68%）
となっている。1位と最下位である鹿児島県（33%）を比較すると、45%程度の普及率の差
が存在している状況である。普及率が依然として低い都道府県では、都市部のエリアが少

ないことからも進展度合い（進展の速さ）は上位の地域と比べると遅く、引き続き普及に

向けた促進策を進めていくことが望ましい。 
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図表 １-９ 都道府県別ブロードバンド普及率 

次に、図表 １-１０に、上図と同様に、都道府県別の携帯電話・PHS 人口普及率の整理
結果を示す。向上幅でみると、1位は石川県、2位は東京都、3位は富山県となっている。
ただし、向上幅が前述したブロードバンド普及率と比べて小さいことからも明らかのよう

に、携帯電話・PHS の市場は概ねどの地域においても成熟期にあるといえる。なお、現状
の普及率をみると、東京都では 100％を超えるなど特徴的だが、他の都道府県の普及率はほ
ぼ同等のレベルにある。しかしながら、下位の都道府県は上位の地域の水準まで追い付く

可能性は十分あり、携帯電話・PHSの保有に係る地域格差はますます縮まると予想される。 
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図表 １-１０ 都道府県別携帯電話・PHS普及率 



 

 10

 図表 １-１１に、都道府県別の携帯インターネット人口普及率の整理結果を示す。向上幅
でみると、1位は秋田県、2位は山形県、3位は沖縄県となっている。特に三大都市圏以外
の地域における向上幅が大きいということが分かる。現状の普及率水準でいえば、都道府

県別の差は依然として大きく、1 位と最下位では約 50%の差がある。しかし、携帯インタ
ーネットは、オンラインショッピングや各種コンテンツサービスが既に数多く提供されて

おり、固定ブロードバンド及び固定インターネットの整備が進んでいない地域をはじめ、

今後も全国的に普及が進展するものと予想される。 
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図表 １-１１ 都道府県別携帯インターネット普及率 
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２. ブロードバンドサービス普及による国民のメリット 
 
２.１ 概要 

２.１.１. 目的 

 
 本章では、今後の情報化の基盤であるブロードバンドに焦点を当てる。すべての国民が

ブロードバンドの恩恵を享受するためには、より多くの国民のニーズを満たし、かつブロ

ードバンド上で初めて利用できるようなアプリケーションやサービス（本調査では、総称

して「ブロードバンドサービス」と呼ぶ）が質・量共にさらに充実し、ブロードバンドサ

ービス市場が活性化していくことが欠かせないと考えられる。 
本章では、現在、自宅でパソコンを使用して固定インターネットを利用しているユーザ

（「固定インターネット利用者」と呼ぶ）、及び、固定インターネットを利用していないユ

ーザ（「固定インターネット未利用者」と呼ぶ）を対象に、両ユーザ、すなわち全ての国民

が主要なブロードバンドサービスを享受できるようになった場合を想定する。具体的には、

アンケート調査を通じて、（これらのサービスが利用できる環境を仮定した上で）利用意向

や支出意向等について把握し、当該市場が顕在化した場合の経済効果を推計する。言い換

えれば、ブロードバンドサービスによる消費者便益の向上効果を経済価値に換算するもの

である。 
 
２.１.２. アンケート調査 

自宅におけるパソコンを介した固定インターネットの利用の有無により、ブロードバン

ドサービスに対する利用意向や支出意向等に違いが存在する可能性があることから、アン

ケート調査の実施に際しては、図表 ２-１に示す 2つのユーザ層を想定することとした。 
 

図表 ２-１ 対象者の定義 
調査対象者 定義 

固定インターネット利用者 自宅でパソコンを利用してインターネットに接続している人

固定インターネット未利用者 自宅でパソコンを利用してインターネットに接続していない

人（＝固定インターネット未利用世帯の構成員） 

 
アンケート調査の実施概要は図表 ２-２のとおりである。固定インターネット利用者と固
定インターネット未利用者は、それぞれ異なる母集団とみなし、調査方法を分けて実施し

た。前者はウェブアンケート調査、後者は郵送アンケート調査を実施し、本章にて取り上

げる主要なブロードバンドサービスの利用意向等を共通項目（設問）として両調査に含め

た。なお、アンケート調査におけるその他の設問としては、固定インターネット利用者に

対してはインターネットの利用実態など、固定インターネット未利用者に対してはインタ
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ーネットの非利用理由やブローバンド導入意向等について把握した。これらの結果は、そ

れぞれ４章にて取り上げる。 
 

図表 ２-２ アンケート調査実施概要 
調査対象者 固定インターネット利用者 固定インターネット未利用者 

調査方法 インターネットアンケート調査 郵送アンケート調査  
調査期間 平成 22年 3月 
対象地域 全国 
対象者 現在、自宅でパソコンからインター

ネットを利用している人１５歳以上

の男女 

現在、自宅でパソコンからインターネ

ットを利用していない人１５歳以上

の男女（携帯インターネットのみ利用

も含む） 
抽出方法 アンケート調査会社のインターネッ

トアンケートモニターより、下記に

示す回答者割付方法に基づいて抽出

した。 

アンケート調査会社の郵送アンケー

トモニターより、下記に示す回答者割

付方法に基づいて抽出した。 

割付方法 居住エリア※1平成 17年国勢調査の人口比率に従うように比例に割付、性年
代及び居住地域規模※2は均等に割付して回収した。 
※1：北海道・東北/関東/北陸・東海/近畿・中国/四国・九州・沖縄の 5 ブロ
ック 
※2：政令指定都市・政令指定都市以外の市・郡部（町村）  

補正方法 
 

固定インターネット利用者の年代構

成比(平成 20年通信利用動向調査)、
及び、居住規模の人口構成比(平成 17
年国勢調査に基づく)を用いて補正 
※図表 ２-３参照 

固定インターネット未利用者の年代

構成比(平成 20年通信利用動向調
査)、及び、居住規模の人口構成比(平
成 17年国勢調査に基づく)を用いて
補正 ※図表 ２-３参照 

回収数 2,637 1,088 
・インターネット利用内容・利用実態

・サービスの利用(頻度や支出額)の変
化 

・インターネットの今後の導入意向

・利用しない理由、利用促進策に対

する考え 

主 な 調 査 

項目 

※共通項目 
・今後のブロードバンドサービス・端末に関する利用意向、家計消費額の変

化、支払意思額 
・固定・無線ブロードバンドに関する利用意向、今後期待するサービス分野
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図表 ２-１の両対象者の構成比は図表 ２-３のとおりである。構成比は、総務省「平成 20
年度 通信利用動向調査」の集計結果を母集団の構成として看做した。なお、アンケート調
査結果の集計についても、図表 ２-２「補正方法」のとおり補正を行った。 

 

            

32.6

67.4

[固定インター
ネット利用者]

[固定インター
ネット未利用者]

 

 

9.2 8.3

19.8

24.120.9

17.8

[５０歳～５９歳]

[４０歳～４９歳] [３０歳～３９歳]

[２０歳～２９歳]

[２０歳

未満]

[６０歳

以上]

            

44.6

2.9

7.2

10.9

11.6

22.8

[５０歳～５９歳]

[４０歳～４９歳]

[３０歳～３９歳]

[２０歳～２９歳]

[２０歳未満]

[６０歳以上]

 
図表 ２-３ 対象者の構成比及び年齢構成 

（総務省「H20年通信利用動向調査＜世帯編-世帯構成員＞」より 
※N数は当該調査の比重調整後の数値） 

 
２.２ ユーザセグメント及び対象とするサービス 

２.２.１. ユーザセグメント 

 
 本調査では、図表 ２-１の対象者についてそれぞれ、図表 ２-４のとおり４層のユーザセ
グメントを定義する。各ユーザセグメントの構成比は、実施したアンケート調査より推計

した（固定インターネット利用者と固定インターネット未利用者の構成比は、図表 ２-３に
基づく）。本調査では、これらのユーザセグメント毎にブロードバンドサービスの利用意向、

支払額について把握し、構成比に従って積み上げることで、全体（＝全国民に普及した場

合の）の経済効果を算出する。 
 
 
 

Ｎ=12,487
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図表 ２-４ 本調査で想定する 4つのユーザセグメント 
調査対象者 利用者分類 定義 構成比

＜ユーザ①＞ 
ブロードバンド利用者 

自宅で ADSL、CATV、FTTH
回線の何れかを利用している

人 

57.0％固定インターネット

利用者 

＜ユーザ②＞  
ナローバンド利用者 

ダイヤルアップ・ISDN、モバ
イルデータ通信回線の何れか

を利用している人 

2.7％ 

＜ユーザ③＞ 
インターネット自宅外利用者 

学校・勤務先や携帯電話でイ

ンターネットを利用している

人 

13.6％固定インターネット

未利用者 

＜ユーザ④＞ 
インターネット未利用者 

インターネットを利用してい

ない人、又は、利用した経験

のない人 

19.0％

 

67.4%

84.6%

4.0%

ユーザ① ブロードバンド利用者
（57.0%）

ユーザ② ナローバンド利用者 (2.7%)

32.6%

58.2%

41.8%

ユーザ③
インターネット
自宅外利用者
(13.6%)

ユーザ④
インターネット
未利用者
(19.0%)

固定インターネット
利用者

固定インターネット
未利用者

※本調査の
アンケート
結果より

※総務省「H20年通信利用動向調査」より推計

※本調査の
アンケート
結果より

その他 (7.9%)11.4%

67.4%

84.6%

4.0%

ユーザ① ブロードバンド利用者
（57.0%）

ユーザ② ナローバンド利用者 (2.7%)

32.6%

58.2%

41.8%

ユーザ③
インターネット
自宅外利用者
(13.6%)

ユーザ④
インターネット
未利用者
(19.0%)

固定インターネット
利用者

固定インターネット
未利用者

※本調査の
アンケート
結果より

※総務省「H20年通信利用動向調査」より推計

※本調査の
アンケート
結果より

その他 (7.9%)11.4%

 
 
※固定インターネット利用者のうち「その他（7.9%）」は、アンケート調査にて利用してい
るインターネット回線について「分からない」と回答した人。本調査では、このユーザ

層の利用意向も含めて全体の経済効果を算出するが、ユーザセグメント別の分析の対象

外とした。 
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２.２.２. 対象とするサービス及び端末 

 
 アンケート調査では、全対象者がブロードバンドを利用できる場合を仮定し、ブロード

バンド上で利用できる（又は今後期待される）主要なブロードバンドサービス、及びそれ

らのサービスを利用する端末を想定した。具体的には、図表 ２-５のとおりである。 
 

図表 ２-５ 対象とするブロードバンドサービス及び端末 

パソコンやテレビの画面を通じて、自宅にいながら、気に入った商品（サービスを含む）を探したり、複数の商品を
比較・検討して、欲しいものの購入や決済の手続きを行うことができる。

商品に関する周辺情報を自動的に表示しながら、商品を比較・検討して、購入や決済手続きができる。

自分の購入履歴や個人情報等を基にレコメンド等を受けながら比較・検討して、購入や決済手続きができる。

電子商取引サービス

教育・教養
系サービス

医療・福祉
サービス

コンテンツ
サービス

大項目

教養・娯楽系

教育系

スポーツクラブ等の教室に行かなくても、自宅にいながら、ビデオあるいはリアルタイムのレッスン番組（フィットネ
ス、ヨガ等）を見ながら、健康維持・促進に関するサービスを受けられる。

健康系

親戚や家族の高齢者あるいは子供の安否を確認するため、自宅や預け先での様子さらには外出先での様子を、
自宅のテレビ又はパソコンに情報や映像等で知らせてくれる。

上記の情報や映像を外出先等で携帯電話に知らせてくれる。

安心・安全系

映画や動画等好きな映像を購入して、パソコン等の端末にダウンロード・保存して視聴できる

ハイビジョン等の高画質映像をダウンロード・保存して視聴できる

パソコンだけではなくテレビや携帯電話等、どの端末でも同じように利用できる

見逃した番組（地上波やBS・CS専門多チャンネル放送も含む）を一定期限内にいつでも視聴できる

見逃した番組を一定期限内に、テレビ・パソコン・携帯電話等、どの端末でも同じように視聴できる

映像系

読みたい本や雑誌/新聞/マンガ等を紙でなく、電子ファイルとして購入し保存、読むことができる

パソコンだけではなく携帯電話や専用端末等、どの端末でも同じように利用できる

電子書籍系

テレビ画面を通じて、自宅にいながら、演劇やスポーツ、各種文化施設の映像を楽しむことができる

自宅にいながらテレビ・PC画面やテレビ電話を通じて、かかりつけ医の診察を受けたり相談できる。

自分の健康情報等の自動送付により、多様な診療サービスを受けることができる。

医療・福祉系

テレビ等を通じて、自宅にいながら、学校や塾（英会話や資格学校、習い事等も含む）の講義やレッスンを受けた
り、実際に参加することができる。

パソコン、テレビ、携帯電話、デジタルフォトフレーム、電子書籍端末端末

音楽系

分野

好きな音楽を購入して、パソコン等の端末にダウンロード・保存して視聴できる

CDよりも高品質な音楽をダウンロード・保存して視聴できる

パソコンだけではなくテレビや携帯電話等、どの端末でも同じように利用できる

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
サ
ー
ビ
ス

アンケート調査で提示したブロードバンドサービス及び端末の概要

パソコンやテレビの画面を通じて、自宅にいながら、気に入った商品（サービスを含む）を探したり、複数の商品を
比較・検討して、欲しいものの購入や決済の手続きを行うことができる。

商品に関する周辺情報を自動的に表示しながら、商品を比較・検討して、購入や決済手続きができる。

自分の購入履歴や個人情報等を基にレコメンド等を受けながら比較・検討して、購入や決済手続きができる。

電子商取引サービス

教育・教養
系サービス

医療・福祉
サービス

コンテンツ
サービス

大項目

教養・娯楽系

教育系

スポーツクラブ等の教室に行かなくても、自宅にいながら、ビデオあるいはリアルタイムのレッスン番組（フィットネ
ス、ヨガ等）を見ながら、健康維持・促進に関するサービスを受けられる。

健康系

親戚や家族の高齢者あるいは子供の安否を確認するため、自宅や預け先での様子さらには外出先での様子を、
自宅のテレビ又はパソコンに情報や映像等で知らせてくれる。

上記の情報や映像を外出先等で携帯電話に知らせてくれる。

安心・安全系

映画や動画等好きな映像を購入して、パソコン等の端末にダウンロード・保存して視聴できる

ハイビジョン等の高画質映像をダウンロード・保存して視聴できる

パソコンだけではなくテレビや携帯電話等、どの端末でも同じように利用できる

見逃した番組（地上波やBS・CS専門多チャンネル放送も含む）を一定期限内にいつでも視聴できる

見逃した番組を一定期限内に、テレビ・パソコン・携帯電話等、どの端末でも同じように視聴できる

映像系

読みたい本や雑誌/新聞/マンガ等を紙でなく、電子ファイルとして購入し保存、読むことができる

パソコンだけではなく携帯電話や専用端末等、どの端末でも同じように利用できる

電子書籍系

テレビ画面を通じて、自宅にいながら、演劇やスポーツ、各種文化施設の映像を楽しむことができる

自宅にいながらテレビ・PC画面やテレビ電話を通じて、かかりつけ医の診察を受けたり相談できる。

自分の健康情報等の自動送付により、多様な診療サービスを受けることができる。

医療・福祉系

テレビ等を通じて、自宅にいながら、学校や塾（英会話や資格学校、習い事等も含む）の講義やレッスンを受けた
り、実際に参加することができる。

パソコン、テレビ、携帯電話、デジタルフォトフレーム、電子書籍端末端末

音楽系

分野

好きな音楽を購入して、パソコン等の端末にダウンロード・保存して視聴できる

CDよりも高品質な音楽をダウンロード・保存して視聴できる

パソコンだけではなくテレビや携帯電話等、どの端末でも同じように利用できる

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
サ
ー
ビ
ス

アンケート調査で提示したブロードバンドサービス及び端末の概要

 
 
本調査では、「２.４ ブロードバンドサービス普及による経済効果」にて実施する経済効

果の算出を前提に、図表 ２-５に示すものは全て有料のサービスとした。アンケート調査に
おいては、各サービスの内容及び利便性を具体的に説明した上で、以下の項目について把

握した。 
 
① 各ブロードバンドサービスに対する利用意向比率 
② 各ブロードバンドサービスによる既存市場（家計消費額）の代替比率 
③ 各ブロードバンドサービスの利用に伴う家計消費増加率（家計消費額新規支出増分） 
④ 各ブロードバンドサービスの利用に伴う主要端末の保有台数の増分 
 

以降では、本節にて①の分析結果を、次節「２.４ ブロードバンドサービス普及による経
済効果」にて②～④の分析結果を説明する。 
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２.３ ブロードバンドサービスの国民の利用意向 

 
２.３.１. 概要・考え方 

本節では、各ブロードバンドサービスに関する利用意向について分析する。本調査では、

有料サービスを前提としていることから、「利用意向」＝「有料ブロードバンドサービスへ

の支払意向」と定義し、「利用意向比率」は回答者のうちブロードバンドサービスに対して

支払意向を有する人の割合を示す3。 
 
２.３.２. 測定指標の分析結果 

 各ユーザセグメントのブロードバンドサービスの利用意向結果を示したのが図表 ２-６
である。利用者全体でみると、最も利用意向が高いブロードバンドサービスは「電子商取

引」（82.8％）となっており、第 2位は安心・安全系（64.3％）、第 3位は教養・娯楽系（58.9％）、
第 4位は音楽系（56.7％）、そして第 5位は映像系（52.7％）と続いている。1位の電子商
取引は、現状の利用率が 7 割程度とインターネット利用者の主要なアプリケーションとし
て定着しつつあり（４.２.３参照）、今後も利用が拡大していくものと考えられる。第 2位、
第 3 位の安心・安全系及び教養・娯楽系ブロードバンドサービスについては、現状は市場
として小さいものの、今後期待される分野である。その他、音楽系及び映像系、すなわち

いわゆるコンテンツ分野においては、現状のインターネットでのデジタルコンテンツ購入

率が約 3割（４.２.５参照）であることから、今後大きく拡大すると予想される。 
各ユーザセグメントについて見ると、ブロードバンド利用者層（ユーザ①）は、電子商

取引（92.1％）の利用意向の高さが顕著であり、現在提供されているブロードバンドサービ
スの利用経験を踏まえた評価になっているものと考えられる。 
ナローバンド利用者層（ユーザ②）は、ブロードバンド利用者層（ユーザ①）と比べる

と、全体的な傾向はほぼ同様だが、教育系、教養・娯楽系、電子書籍系、健康系について

は前者の利用意向が高くなっており、関心の幅の広さがうかがえる結果となっている。 
インターネット自宅外利用者層（ユーザ③）は、多くのブロードバンドサービスにおい

て他のユーザセグメントより高い利用意向を示している。この層には、自宅外でのインタ

ーネット利用者と携帯電話のみでのインターネット利用者が含まれているが、前者につい

ては勤務先や学校などで自由にサービスを利用できないこと、後者については通信速度不

足等により利用できるコンテンツが質量共に制限されることなどが、現時点ではそれぞれ

制約となっているため、ブロードバンドサービスに対する期待が高まっていると推察され

る。 
最後に、インターネット未利用者層（ユーザ④）は、安心・安全系（71.5％）が突出して
おり、他の利用者層とは異なる傾向を示している。 

                                                   
3 具体的には、２.４.３に定義する「代替比率」のうち 0%より大きい数値を選択した回答
者の割合 
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71.5%

64.3%

59.2%
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全体(N=3,725)

ユーザ① ブロードバンド利用者(N=2,231)

ユーザ②ナローバンド利用者(N=105)

ユーザ③インターネット自宅外利用者(N=451)

ユーザ④インターネット未利用者(N=627)

電子商取引 安心・安全系 医療福祉系 教育系 教養・娯楽系 電子書籍系 健康系 映像系 音楽系

 
図表 ２-６ ブロードバンドサービスの利用意向比率 
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２.４ ブロードバンドサービス普及による経済効果 

 
２.４.１. 概要・考え方 

 本節では、全ての国民にブロードバンドサービスが提供され、その便益を享受すること

が可能になった環境を想定し、前述した利用意向結果及び独自に策定した推計モデルに基

づいて経済効果を推計する。具体的には、ブロードバンドサービスが消費者便益をもたら

し、消費を喚起することによる家計消費市場への直接的なインパクト、さらにそれに伴う

他産業に及ぶ経済波及効果を定量的に測るものである。 
 また、サービス（コンテンツ/アプリケーション）・ネットワーク・端末の 3レイヤーを想
定すると、ブロードバンドはネットワークに相当し、これが全国民に 100%普及しているこ
とを前提条件とするため、推計の対象は、その上位にある「サービス」及び下位にある「端

末」の 2つの市場とする。 
 
２.４.２. 推計モデル 

推計フローは、図表 ２-７のとおりである。ブロードバンドサービス及び端末の普及が家
計消費（最終需要）に与える影響（直接効果）を、総務省「家計消費状況調査」及びアン

ケート調査結果に基づく利用者ニーズより推計し（→（１）直接効果の推計）、さらに産業

全体に与える経済効果及びその粗付加価値額を産業連関分析より推計（→（２）経済効果

及び粗付加価値額の推計）した。 
 

総務省
「家計消費状況調査」

（１）直接効果の推計

（２）経済効果及び粗付加価値額の推計

各ブロードバンドサービスと
既存家計市場との対応付け

各ブロードバンドサービスに係る
家計消費増加率（新規増分支出額）
及び端末の増分台数の推計

総務省
「情報通信産業連関表(全産業)」

アンケート調査結果

（上述の結果より）直接効果の算出

各ブロードバンドサービスと端末と
産業分類との対応付け

（１）直接効果の分析結果を
入力値とした産業連関分析

粗付加価値額の推計

 
図表 ２-７ 推計フロー 
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（１）直接効果の推計 
 ブロードバンドサービスの普及と質の向上は、消費者便益を向上し、以下の 2 つの効果
が想定される。 
・ ブロードバンドサービスによる既存市場（家計消費額）の代替（既存の家計消費に占

めるブロードバンドサービス比率の拡大） 
・ ブロードバンドサービスの利用に伴う家計消費の増加（新規需要の創出） 
上記 2 つを合計した市場が、ブロードバンドを介して支出される家計消費額とみなすこ

とができる。本推計では、後者の新規需要創出分（年間）を直接効果と定義し、以下のと

おり、ブロードバンドサービスと端末とに分けて算出した（ブロードバンドサービスによ

る既存サービスの消費の代替分は直接効果に含まない）。 
 
●ブロードバンドサービス市場 
 ブロードバンドサービスによる直接効果を測定するには、既存の家計消費市場の規模に

対して、ブロードバンドサービスを利用することで「どの程度家計消費が増加するか」を

把握する必要がある。従って、図表 ２-５に示したブロードバンドサービスを対象に、各サ
ービスの直接効果をそれぞれ以下の方法で推計し、全サービスの新規需要分を合算した。 
 
式 1： 
[1]既存の家計消費（現状値） × [2]ブロードバンドサービスによる家計消費増加率  

× [3]総世帯数 
 
式 1 の[1]は、総務省「平成 21 年家計消費状況調査」4に基づき、ブロードバンドサービス

（図表 ２-５）を利用して支払われると考えられる家計消費品目を抽出し、その支出合計を
現状値として設定した。図表 ２-８にその現状値の金額、及び、その金額を算出対象とする
家計消費品目を示す。なお、本調査において、「既存の家計消費」又は「既存のサービス」

と称するものは、全て同図表に整理した品目を指す。 
 

                                                   
4 http://www.stat.go.jp/data/joukyou/12.htm 
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図表 ２-８ ブロードバンドサービス市場（既存の家計消費の金額及び品目） 

サービス項目 金額※1 対象とする家計消費品目※２ 

電子商取引 ¥1,241,026 
食料、家具・家事用品、被服及び履物、保健医療(医療サー
ビスを除く)、自動車等購入及び自転車購入、教養娯楽用耐
久財 等 

安心・安全系 － － 

医療福祉系 ¥76,462 保健医療 - 保険医療サービス 

教育系 ¥31,255 教養娯楽サービス - 月謝類 

教養・娯楽系 ¥21,332 
他の教養娯楽サービス - 入場・観覧・ゲーム代(スポーツ
施設使用料を除く） 

電子書籍系 ¥47,292 教養娯楽用品 - 書籍・他の印刷物 

健康系 ¥14,831 他の教養娯楽サービス - スポーツ施設使用料 

映像系 ¥2,420 

音楽系 ¥2,420 
音楽・映像収録済メディア※3 

※1：一世帯あたり年間支出額 

※2：アンケート調査では、回答者に既存家計消費を想定してもらうために以下の内容を表記した。 

- 電子商取引：通常の買い物・消費（＊主な品目も提示） 

- 医療福祉系：通院費用等 

- 教育系：習い事への支出等 

 - 教養・娯楽系：文化施設観覧・スポーツ観戦費用等 

- 電子書籍系：新聞、書籍、雑誌記事の購入等 

- 健康系：スポーツクラブ施設利用料等 

- 映像系：DVDの購入やレンタル等 

 - 音楽系：CDの購入やレンタル等 

ただし、「安心・安全系」のサービスは対応する既存の家計消費市場はなく、新規市場であると仮定し、

アンケート調査では支払意志額のみ把握した。同サービスに関する②の数値は、医療福祉系の家計消費

（現状値）を基準に増加率を算出したものであり、相応金額を直接効果に加算した。 

※3：算定の便宜上、一つの家計消費品目の金額を「映像系」及び「音楽系」に等分した。 

 
式 1の[2]は、各ブロードバンドサービスが利用可能な場合に、式 1の[1]で分類した家計消
費品目への支出額がどの程度拡大するかについて、インターネットアンケート調査（固定

インターネット利用者対象）及び郵送アンケート調査（固定インターネット未利用者）に

おいて定量的に把握した結果を家計消費増加率として採用した。ただし、普段から当該家

計消費品目への支出は無いが、各ブロードバンドサービスについて将来的に利用意向を有
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する回答者については、支出額の絶対値を把握し[1]の現状値を基準として比率に換算し[2]
に含めることとした。なお、母数が全回答者（母集団は全国民）になるよう重み付け換算

し、それを全世帯の家計消費増加率とみなして[1]及び[3]（住民基本台帳に基づく）を乗じ
た。 
なお、上述した 9分野のサービスについては、各図表 ２-５のとおり、さらに詳細のサービ
ス内容にブレークダウンしている。上述した家計消費増加率の算出においては、これらの

各詳細サービス内容についてそれぞれ算出し、当該サービス分野の中で最も高い比率を採

用した。すなわち、各サービス分野において消費者が最も高い便益を感じる機能（例．高

品質化、様々な端末で利用できる、等）が付加された場合を直接効果のとりうる最大値と

みなした。 
 
●端末市場 
 図表 ２-５に示したテレビ、パソコン、携帯電話、電子書籍端末、デジタルフォトフレー
ムの 5 種類を対象として、それぞれ以下に示す方法で各端末の新規需要創出分を推計し、
全端末分を合算した。 
 
式 2： 
 [1]端末の平均単価 × [2]購入増分台数 × [3]世帯又は人口 
 
式 2 の[1]は、富士キメラ総研「2010 次世代ホームネットワーク関連市場の将来展望」
（https://www.fcr.co.jp/report/094q20.htm）及び「2010ワイヤレス BBアプリケーション
市場調査総覧」（https://www.fcr.co.jp/report/094q23.htm）に基づき各端末の平均的な市場
単価を推計した。推計結果は、図表 ２-９のとおりである。 
 

図表 ２-９ 端末市場（平均単価） 

端末種類 端末の平均単価 

テレビ ¥69,520

パソコン ¥109,490

携帯電話 ¥45,060

電子書籍端末 ¥29,640

デジタルフォトフレーム ¥11,630

 
式 2 の[2]は、各ブロードバンドサービスが利用可能な場合の保有意向台数と現時点の保有
台数をアンケート調査より把握し、その差分（ストック台数の増分）を端末の平均買替え

期間で除して、年間のフロー台数に換算した。買替え期間については、内閣府「主要耐久
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消費財の買替え状況」（平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月）に基づき、電子書籍端末及びデ
ジタルフォトフレームは携帯電話の買替え期間を採用した。 
式 2 の[3]は、テレビ・パソコンについては総世帯数、携帯電話、電子書籍端末、デジタル
フォトフレームについては 15歳～69歳の人口を採用（いずれも住民基本台帳に基づく）し
た。 
 
（２）経済効果及び粗付加価値額の推計 
 総務省「平成 19 年情報通信産業連関表 71 部門表（逆行列係数表）」5を用いて、上述し

た（1）で推計した直接効果（ブロードバンドサービス市場と端末市場の直接効果の合計）
から誘発される生産額を算出した。さらに、この生産誘発額と直接効果を合算して、経済

効果を算出した。最後に、粗付加価値係数を上記の経済効果の推計金額に乗じることで、

粗付加価値額を算出した。 
 

図表 ２-１０ 産業連関表における産業分類との対応（サービス） 

サービス項目 対象とする家計消費品目 

電子商取引 060 小売 

安心・安全系 067 医療・保険・社会保護・介護・その他の公共サービス 

医療福祉系 067 医療・保険・社会保護・介護・その他の公共サービス 

教育系 066 教育 

教養・娯楽系 066 教育 

電子書籍系 014 情報提供サービス 

健康系 067 医療・保険・社会保護・介護・その他の公共サービス 

映像系 014 情報提供サービス 

音楽系 014 情報提供サービス 

 
図表 ２-１１ 産業連関表における産業分類との対応（端末） 

端末種類 対象とする家計消費品目 

テレビ 026 ラジオ・テレビ受信機 

パソコン 019 パーソナルコンピュータ 

携帯電話 023 携帯電話機 

電子書籍端末 023 携帯電話機 

デジタルフォトフレーム 023 携帯電話機 

                                                   
5 http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/renkan/h19_renkan.html 
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２.４.３. 測定指標の分析結果 

 
（１） ブロードバンドサービスによる既存市場の代替比率（サービス市場） 
 
 各ブロードバンドサービスによる既存サービスの代替比率を図表 ２-１２に示す。ここで
言う「代替比率」とは、消費者の既存サービス（既存の家計消費品目）への支払額のうち、

どの程度ブロードバンドサービスを通じて支払われるか（意向ベース）を示している6。た

だし、既存サービスへの支払額が存在しない（音楽系でいえば、普段から CD 等を購入し
ていない等）層については代替比率を 0%とみなし換算している。 
なお、２.４.２のとおり、ここで示す代替比率は後述する経済波及効果の算定には含まれ
ないが、ブロードバンドサービスが市場としてどのような分野をどの程度代替していく可

能性があるか分析することが目的である。 
 
全体でみると、最も代替率が高いのは電子商取引（22.3%）となっており、2位が音楽系
（14.8%）、3位が医療福祉系（13.7%）、4位が映像系（13.6%）、5位が教養・娯楽系（13.2%）
となっている。電子商取引は、２.３.２にて分析した利用意向と同様に代替比率も高い傾向
が見られる。2位以降の項目については、代替比率はほぼ同程度であるものの、いずれも 1
割以上の水準となっている。これは、多くの分野で、ブロードバンドサービスが市場とし

て拡大する余地が 1割以上存在することを意味する。 
 
各ユーザセグメントについて見ると、２.３.２にて分析した利用意向の結果とは異なる傾
向が見られる。利用意向においては、ユーザ③が何れの分野において他のユーザセグメン

トよりやや高い傾向が見られたものの、セグメント間で大きな差は見られなかった。一方、

代替比率についてみると、固定インターネット未利用者、特にインターネット未利用者層

（ユーザ④）の代替比率が他のセグメントと比べて低い傾向にある。すなわち、ブロード

バンドサービスに対する一定程度の利用意向はあるものの、実際の利用者（ユーザ①～③）

と比べると利便性を見出すことができず、支払意志が低いことが、代替比率を下げる結果

となったと考えられる。 
その他の特徴として、ナローバンド利用者（ユーザ②）は、電子商取引以外の項目の代

替比率が高い傾向が見られ、いずれもブロードバンド利用者（ユーザ①）よりも高い。特

に、教養・娯楽系が 22.7%と高い。 
 
 

                                                   
6 具体的には、ブロードバンドサービスを通じて支払いたいと思う比率をアンケート調査に
て把握し、結果を回答比率と加重平均した数値。 
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図表 ２-１２ ブロードバンドサービスによる既存家計消費の代替比率 
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（２） ブロードバンドサービスによる家計消費増加率（ブロードバンドサービス市場） 
 
 各ブロードバンドサービスによる家計消費増加率（２.４.２ 式 1 の[2]）を図表 ２-１３
に示す。この家計消費増加率が、本調査において算出する経済効果の直接効果に資する重

要な指標である。すなわち、ブロードバンドサービスを利用することで向上する便益が、

家計消費をどの程度拡大させるかを定量化したものである。 
 なお、家計消費増加率は、以下の 2つの効果の結果として捉えられる。 
・ これまで既存サービスを消費していた人が、対応するブロードバンドサービスを利用

することで、さらに消費を増やす。 
・ これまで既存サービスを消費していなかった、あるいは消費額が小さかった人がブロ

ードバンドサービスを通じて消費するようになる。 
 全体でみると、最も家計消費増加率が高いのは映像系（72.2%）となっており、2位が音
楽系（63.9%）、3位が健康系（17.5%）、4位が教養・娯楽系（17.1%）、5位が教育系（14.3%）
となっている。このように、いわゆるコンテンツ分野における消費の増加率が非常に高く、

ブロードバンドにとって今後の成長分野の一つであることは間違いない。ただし、いずれ

も家計消費市場に占める割合は他の対象分野と比べると小さい点は留意されたい（図表 
２-８参照）。また、健康系や教養・娯楽系が高いことも同分野におけるブロードバンドサー
ビスの普及に伴い、利用者ニーズを満たし、市場が拡大していくことが期待される。 

 
各ユーザセグメントについて見ると、ブロードバンドユーザ（ユーザ①）は、最も高い

のは映像系（36.7%）や音楽系（29.0%）などのコンテンツ分野であり、教養・娯楽系（10.9%）
が 3位に続いている。ただし、全体平均から見るといずれの項目も低い傾向にある。 
ナローバンドユーザ（ユーザ②）は、全体的にブロードバンドユーザ（ユーザ①）より

もいずれの項目も増加率が高く、特に映像系（64.8%）が高い。 
インターネット自宅外利用者（ユーザ③）及びインターネット未利用者層（ユーザ④）

は類似の傾向が見られる。いずれのユーザも、映像系・音楽系の増加率が突出して高く、

また健康系や教養・娯楽系が全体平均と比べると高い傾向がある。このように、固定イン

ターネット未利用者（ユーザ③、ユーザ④）は、固定インターネット利用者（ユーザ①、

ユーザ②）と比べるとコンテンツ分野を除く分野の増加率には、バラツキが見られる。本

調査で想定するように、家計消費の増加率がブロードバンドサービスの利用によって享受

する利便性や効用の帰結であるという前提に立てば、固定インターネット未利用者が各サ

ービス・分野間で感じる効用は比較的差が存在すると考えられる。 
一方、図表 ２-１２で見たように、代替比率でみると固定インターネット未利用者は固定

インターネット利用者と比べてやや低かったが、家計消費増加率は逆の傾向がある。これ

は、上述したとおり、これまで既存サービスを消費していなかった人等がブロードバンド

サービスを通じて消費するようになる効果も含まれているためである。 
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ユーザ②ナローバンド利用者(N=105)

ユーザ③インターネット自宅外利用者(N=451)

ユーザ④インターネット未利用者(N=627)
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図表 ２-１３ ブロードバンドサービスによる家計消費増加比率 
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（３） ブロードバンドサービスの利用に伴う端末台数の増加（端末市場） 
 
 前述したブロードバンドサービスを利用できる環境を想定した場合、サービスの多様

化・高度化に伴い利用端末の保有台数の増加（ストックの増加）が考えられる。図表 ２-１
４は、一人あたり増分台数（２.４.２ 式 2の[2]）である7。この増分台数、すなわち端末市

場の新規創出分は、本調査において算出する経済効果の直接効果に含むものである。 
全体についてみると、最も増分台数が高いのが、電子書籍端末（0.25 台）やデジタルフ
ォトフレーム（0.27台）などの新しい端末である。その他、パソコン（0.23台）、テレビ（0.11
台）、携帯電話（0.07台）と既に普及している端末が続く。 
ユーザセグメント別についてみると、ブロードバンド利用者（ユーザ①）は電子書籍端

末及びデジタルフォトフレームの増分が大きいが、ナローバンド利用者（ユーザ②）はブ

ロードバンド利用者よりもさらに増分意向が高いことが分かる。一方、インターネット自

宅外利用者（ユーザ③）は、新しい端末よりテレビ・パソコン・携帯電話の増分意向が他

のユーザより高い傾向にある。これは現時点で保有していない割合が高いためである。な

お、テレビについては、ユーザセグメントによる差が他端末より小さい。テレビでのブロ

ードバンドサービス利用は、全世帯に対して訴求する可能性がある。 
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ユーザ① ブロードバンド利用者(N=2,231)

ユーザ②ナローバンド利用者(N=105)

ユーザ③インターネット自宅外利用者(N=451)

ユーザ④インターネット未利用者(N=627)

テレビ パソコン 携帯電話 電子書籍端末 デジタル
フォトフレーム

 
図表 ２-１４ 各端末の一人あたり増分台数 

                                                   
7 具体的には、アンケートにて各端末の保有台数の増加分を回答者数で除した値。なお、ア
ンケートでは、本調査が対象とする主要ブロードバンドサービスを利用できることを前提

に回答。 
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（４） 分析結果のまとめ 
 
 前述した（１）及び（２）の各指標の全体平均値を分野別に整理したのが図表 ２-１５で
ある。表中の金額は、全て世帯当たりの計算結果である。 
電子商取引は、家計消費増加率[d]は他の市場と比べると小さいものの、同サービスを通

じて支出される家計消費額[a]自体が大きいため、新規創出額[e]のうち占める割合が最も大
きい。一方、映像や音楽等のコンテンツ分野は、家計消費増加率[d]が非常に高いものの、
家計消費額[a]が他と比べると小さいため、新規創出額[e]を占める割合は 2%程度である。
このように、直接効果における電子商取引の貢献が非常に大きい結果となっている。 
 代替する支出額（端末は除く）と新規創出額の合計額[f]の構成比をみると、電子商取引
が全体の 84.9%と最も高く、医療・福祉系（3.8%）、端末市場（2.7%）、安心・安全系（2.0%）、
電子書籍系（1.8%）と続いている。 
 

図表 ２-１５ 主要指標分野別内訳（括弧内%値は構成比） 
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※家計消費額は図表 ２-８を参照。 
※各端末の年間の増分台数（図表 ２-１４を年間フローに換算した台数）に単価（図表 ２-９
参照）及び世帯数または人口を乗じ、総額を算出した上で、世帯あたりに換算した金額。 
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２.４.４. 経済効果の算出 

 
（１） 直接効果の推計結果 

 
２.４.２に基づき経済効果を算出した。そのうち直接効果の算出結果は図表 ２-１６のと
おりである。ブロードバンドサービスが普及した環境では、家計消費市場の 14.7％（平成
21年度実績をベースに計算すると約 24.6兆円）がブロードバンドを介して消費されるよう
になり、このうち 5.2％（約 8.7兆円）が消費者便益の向上に伴う家計消費市場の拡大を促
すことが期待される新規需要創出分（直接効果）である。 
直接効果（計 8.7兆円）の内訳は、ブロードバンドサービス市場 8.0兆円、端末市場 0.65

兆円となっており、これにより家計消費市場は+4.2%（161.0 兆円→167.7 兆円、平成 21
年度実績をベースとした場合）の伸び率が見込まれる。 
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図表 ２-１６ ブロードバンド普及による経済効果（直接効果） 
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（２） 経済効果及び粗付加価値額の推計 
 
前述した直接効果を基に、２.４.２に従って経済波及効果を算出した。結果を図表 ２-１
７に示す。情報通信産業及び一般産業に対する経済波及効果（誘発額）は合計で約 12.3兆
円となり、粗付加価値額ベースでは約 7.2兆円と推計される。これは、名目 GDP8を最大で

1.5%押し上げる効果に相当する。 
 

図表 ２-１７ 経済波及効果（産業連関分析結果） 

項目 誘発額（億円）

情報通信産業 －

通信業 2,333

放送業 551

情報サービス業 4,106

映像･音声･文字情報制作業 677

情報通信関連製造業 40

情報通信関連サービス業 3,626

情報通信関連建設業 0

研究 1,267

a.情報通信産業合計 12,600

b.一般産業合計 110,112

経済波及効果（a+b） 122,713

 
なお、本調査では、前頁で示したブロードバンドによる「直接効果」を最終需要側の変

化として捉え、それがもたらす経済波及効果を分析対象の範囲とした。一方で、ブロード

バンドによる既存市場の代替の拡大も含めて考えた場合、供給側も捉えた産業構造の変化

（生産性の向上等）に伴う経済波及効果についても着目すべきであると考える。本調査は、

「情報格差の是正」をテーマとしていることから、利用者視点で需要側に着目した分析を

実施するに留めるが、こうした産業全体を捉えた経済分析は今後の研究課題である。 
 
 

                                                   
8 内閣府「四半期別 GDP速報（2010（平成 22）年 1－3月期・1次速報（2010（平成 22 
年 5月 20日））」（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/toukei.html#qe）の 2009暦年名目 GDP
（474兆円） 
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２.４.５. ユーザセグメント別の寄与度 

 
 図表 ２-１８のとおり、前項まで分析した経済効果について、ユーザセグメント毎に整理
した。図表 ２-１８に示す金額は、全て、各ユーザセグメントの母数が反映されているもの
である。従って、経済効果の規模感でみると、国民の最も多くを占めるブロードバンド利

用者（ユーザ①）の寄与度が最も高い。 
一方、参考として、各ユーザセグメントについて、利用者一人あたりの寄与度（粗付加

価値額をそれぞれの利用者数で除した金額）でみると、ナローバンド利用者（ユーザ②）

が最も高く、インターネット自宅外利用者（ユーザ③）、ブロードバンド利用者（ユーザ①）、

インターネット未利用者（ユーザ④）と続く。これは、２.４.３の（２）で述べたとおり、
普段ブロードバンドを利用していない（あるいは既存サービスへの支出額がそもそも小さ

い）ユーザ層が、ブロードバンドサービスの利便性を高く評価し、高い期待感が寄せてい

ることから、ブロードバンドサービスや端末への支払意志が強くなっている傾向にあるこ

とが理由として考えられる。 
 

図表 ２-１８ 経済効果のユーザセグメントの寄与度（括弧内%値は構成比） 
  
 
 
 
 

+0.24%+0.23%+0.48%+0.10%+0.05%+0.89%+1.0%＋1.5％GDP押し上げ
効果

4.8万円
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0.24兆円

0.04兆円

0.54兆円

0.57兆円

その他

（7.9%）

1.3兆円1.2兆円2.4兆円0.27兆円4.7兆円5.6兆円8.0兆円(ｻｰﾋﾞｽ市場)

0.14兆円0.16兆円0.30兆円0.02兆円0.30兆円0.35兆円0.65兆円(端末市場)

5.7万円

7.2兆円

12兆円

3.6兆円

8.7兆円

全体

（100%）

ユーザ④
ネット未利用者
（19.0%）

ユーザ③
自宅外利用者
（13.6%）（32.6%）

ユーザ②
NB利用者
（2.7%）

ユーザ①
BB利用者
（57.0%）（67.4%）

1.2兆円1.1兆円2.3兆円0.24兆円4.2兆円5.0兆円粗付加価値額

2.0兆円1.9兆円4.0兆円0.40兆円7.2兆円8.4兆円経済効果

5.0万円6.4万円5.6万円7.0万円5.8万円5.8万円（参考）
一人あたり
粗付加価値額

0.58兆円0.55兆円1.1兆円0.12兆円2.1兆円2.5兆円波及効果

1.4兆円1.4兆円2.7兆円0.28兆円4.7兆6.0兆円直接効果

固定インターネット未利用者固定インターネット利用者
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0.14兆円0.16兆円0.30兆円0.02兆円0.30兆円0.35兆円0.65兆円(端末市場)
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ユーザ②
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ユーザ①
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1.4兆円1.4兆円2.7兆円0.28兆円4.7兆6.0兆円直接効果

固定インターネット未利用者固定インターネット利用者



 

 32

２.４.６. 参考（属性別の利用意向集計結果） 

 
（１）固定インターネット利用者の利用意向 
 
 ２.３.２にて分析した各ブロードバンドサービスの利用意向について、固定インターネッ
ト利用者（ユーザ①及びユーザ②を含む）の年代別・居住地域別集計結果を図表 ２-１９に
示す。電子商取引は、基本的にどの年代においても高いが、30 代が最も高い。安心・安全
系及び医療・福祉系については 40代～50代が高い。一方、電子書籍系・映像系・音楽系な
どのコンテンツ分野においては 20代未満・20代の若年層の利用意向が高い。居住地域別に
ついてみると、郡部の電子商取引がやや高いものの、全般的に地域差の傾向は見られない。 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

利
用
意
向
（%
）

電子商取引 86.2% 92.2% 94.8% 92.7% 90.8% 79.2%

安心・安全系 43.1% 53.2% 61.8% 68.3% 62.4% 52.2%

医療福祉系 34.7% 40.9% 47.6% 48.8% 52.7% 40.9%

教育系 47.3% 48.7% 52.6% 52.2% 48.2% 38.1%

教養・娯楽系 49.8% 53.3% 55.1% 57.9% 56.7% 42.9%

電子書籍系 49.4% 44.8% 36.4% 45.1% 39.9% 28.6%

健康系 36.3% 44.5% 45.6% 45.4% 45.0% 34.3%

映像系 55.7% 55.9% 49.8% 51.2% 48.1% 29.2%

音楽系 61.4% 64.4% 57.0% 59.2% 49.3% 28.8%

20代未満 20代 30代 40代 50代 60代以上
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%
）

電子商取引 90.1% 91.1% 91.4%

安心・安全系 58.6% 59.6% 58.2%

医療福祉系 46.5% 45.5% 44.1%

教育系 49.9% 49.0% 48.2%

教養・娯楽系 53.0% 54.8% 52.9%

電子書籍系 53.3% 50.0% 47.7%

健康系 44.1% 42.4% 42.9%

映像系 47.5% 51.0% 47.1%

音楽系 55.5% 55.5% 53.4%

政令指定都市 その他市 郡部

 

図表 ２-１９ ブロードバンドサービスの利用意向（固定インターネット利用者） 
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（２）固定インターネット未利用者の利用意向 
 
固定インターネット未利用者（ユーザ③及びユーザ④）の年代別・居住地域別集計結果

を図表 ２-２０に示す。電子商取引は、固定インターネット利用者と同様に、30 代が最も
利用意向が高いが、若年層及び高齢者層の利用意向が 30代と比べ 20～30ポイント低い（固
定インターネット利用者は、10～15ポイント程度）。教養・娯楽系は、固定インターネット
利用者と比べると利用意向は若年層寄りに高くなっている。居住地域別でみると、郡部に

おいて安心・安全系、教養・娯楽、医療・福祉系がやや高い傾向が見られる。 
 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

利
用
意
向
（%
）

電子商取引 63.5% 80.9% 82.9% 79.0% 65.0% 57.1%

安心・安全系 57.5% 77.0% 78.3% 81.6% 72.3% 74.7%

医療福祉系 52.6% 70.6% 77.2% 76.7% 67.7% 60.0%

教育系 64.6% 71.3% 72.0% 69.3% 61.1% 49.9%

教養・娯楽系 68.8% 75.7% 82.2% 75.1% 72.5% 61.0%

電子書籍系 63.2% 59.2% 62.5% 58.9% 51.1% 43.1%

健康系 47.7% 64.7% 63.2% 57.6% 52.2% 51.6%

映像系 72.4% 75.0% 75.0% 71.9% 61.7% 47.0%

音楽系 81.2% 80.9% 79.3% 75.9% 60.7% 44.5%

20代未満 20代 30代 40代 50代 60代以上
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電子商取引 66.2% 65.5% 68.0%

安心・安全系 71.6% 76.8% 74.2%

医療福祉系 61.8% 67.6% 68.1%

教育系 55.1% 61.3% 57.0%

教養・娯楽系 67.8% 68.4% 72.7%

電子書籍系 53.3% 50.0% 47.7%

健康系 52.8% 54.9% 56.4%

映像系 58.7% 59.5% 57.6%

音楽系 59.6% 59.8% 57.7%

政令指定都市 その他市 郡部

 

図表 ２-２０ ブロードバンドサービスの利用意向（固定インターネット未利用者） 
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３.  ブロードバンドサービスの普及に向けた課題 
 
３.１ 概要 

 
 本章では、ブロードバンドに焦点を当てながら、全ての国民が ICT の恩恵を享受する社
会を実現するための課題について分析する。前章で取り上げたように、ICT の恩恵を享受
するためには、より多くの国民のニーズを満たし、かつブロードバンド上で初めて利用で

きるようなアプリケーションやサービスが質・量共にさらに充実し、ブロードバンドサー

ビス市場が活性化していくことが欠かせないと考えられる。本章では、こうした利用環境

に向けた課題、具体的には固定インターネット未利用者に対するブロードバンドの「普及」

に関する課題、固定インターネット利用者に対する「利活用」の課題について触れる。 
（両ユーザ層の定義は、２.２.１参照）。 
 
３.２  固定インターネット未利用者の課題 

 
 本節では、固定インターネット未利用者に関する課題について分析する。このユーザ層

に対する分析の最大の関心は、「現在、なぜ固定インターネットを利用していないのか」で

ある。そして、それらの理由（≒障壁）を要因別に整理し、解消するための具体的対策と

してはどのようなものが望ましいかを分析することが重要といえる。 
  
３.２.１. インターネットを利用しない理由 

 
固定インターネットを利用しない理由として、仮説として図表 ２-２０に示す 4つの要因
に基づく、具体的な項目を整理した。 
 

図表 ３-１ 非利用理由に関する仮説 
要因の種類 具体的項目 

通信料金が高い 

初期費用（工事費など）が高い 

パソコンを所有していない、価格が高い 

価格要因 
 

利用料金に見合う利便性が判断できない 

住んでいる地域で利用できるサービスが少ない、あるか分からない

引越しする予定だから 

自宅外や携帯電話の利用で十分 

アクセス要因 
 

情報を調べてもらう等、お願いできる人がいる 

利用・利便性要因 興味がない 
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興味はあるが、利用する必要性がない 

きっと使いこなせない、使いきれないから 

使う時間がない、又は自分の利用頻度の場合割高と感じる 

契約期間で縛られたり、解約金を支払ったりするのが嫌だ 

インターネットで何ができるかわからない 

申込方法や利用方法についてわからない 

パソコンの使い方がわからない 

故障したらどうしたらよいかわからない 

個人情報の流出や不正利用などの面で不安 

知識・不安要因 
 

インターネットで扱う大量の情報や、有害な情報が耐えられない 

 
 
 上記の理由について、固定インターネット未利用者（インターネット自宅外利用者及び

インターネット未利用者層）に対する、アンケート結果を示したのが図表 ３-２である。 
固定インターネット利用者全体についてみると、最も高いのが「パソコンを所有してい

ない、価格が高い」（56.1%）、次いで「きっと使いこなせない、使いきれないから」（38.3%）、
「パソコンの使い方がわからない」（32.9%）、「自宅外や携帯電話の利用で十分」（32.1%）
と続いている。このように、価格要因が最も高いものの、その他の理由については、残る 3
つの要因が複合的に関係していることが分かる。 
次にインターネット自宅外利用者層についてみると、一番多く回答されているのが、「パ

ソコンを所有していない、価格が高い」（60.3％）であり、次いで「通信料金が高い」（42.1％）、
「自宅外や携帯電話の利用で十分」（39.7％）、「初期費用が高い」（27.1％）といった理由が
比較的多く回答されている。これらの理由について、年収別の回答をみると、図表 ３-３の
とおり、「パソコンを所有していない、価格が高い」「通信料金が高い」「初期費用が高い」

については年収が低いほど回答数が多くなる傾向が認められた。 
インターネット未利用者層についてみると、図表 ３-２に示すとおり、最も高いのはイン
ターネット自宅外利用者と同様に「パソコンを所有していない、価格が高い」（53.9％）で
ある。「きっと使いこなせない、使いきれないから」（51.5％）、「パソコンの使い方がわから
ない」（44.8％）といったリテラシ面の理由が続いており、さらに「興味はあるが、利用す
る必要性がない」（38.0％）、「情報を調べてもらう等、お願いできる人がいる」（36.5％）と
いった興味等を有していても「あえて利用しない」といった理由が続いている。これらの

理由について年齢別の回答をみると、図表 ３-４のとおり、いずれも年齢が高くなるほど回
答数が多くなる傾向がみられている。 
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56.1

38.3

32.9

32.1

31.8

30.4

30.1

27.5

23.9

23.6

18.3

14.5

13.4

12.1

9.4

9.2

7.1

2.5

1.4

5.8

60.3

20.2

16.4

39.7

42.1

20.0

23.1

15.3

25.7

18.6

27.1

12.4

6.7

3.8

10.2

8.4

2.0

1.8

2.0

7.8

53.9

51.5

44.8

27.1

24.9

38.0

34.9

36.5

23.1

26.5

12.3

16.3

17.9

17.5

9.1

9.9

10.7

3.0

1.0

4.5

0 10 20 30 40 50 60 70

パソコンを所有していない、価格が高い

きっと使いこなせない、使いきれないから

パソコンの使い方がわからない

自宅外や携帯電話の利用で十分

通信料金が高い

興味はあるが、利用する必要性がない

個人情報の流出や不正利用などの面で不安

情報を調べてもらう等、お願いできる人がいる

使う時間がない、又は自分の利用頻度の場合割高と感じる

利用料金に見合う利便性が判断できない

初期費用（工事費など）が高い

故障したらどうしたらよいかわからない

インターネットで扱う大量の情報や、有害な情報が耐えられない

興味がない

契約期間で縛られたり、解約金を支払ったりするのが嫌だ

申込方法や利用方法についてわからない

インターネットで何ができるかわからない

居住地域で利用できるサービスが少ない、あるか分からない

引越しする予定だから

その他

固定インターネット未利用者 全体(N=1088) インターネット自宅外利用者(N=451) インターネット未利用者(N=627)
 

図表 ３-２ 固定インターネットを利用しない理由 ※複数回答 
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パソコンを所有していない、価格が高い

きっと使いこなせない、使いきれないから

パソコンの使い方がわからない

自宅外や携帯電話の利用で十分

通信料金が高い

興味はあるが、利用する必要性がない

個人情報の流出や不正利用などの面で不安

情報を調べてもらう等、お願いできる人がいる

使う時間がない、又は自分の利用頻度の場合割高と感じる

利用料金に見合う利便性が判断できない

１００万円未満(N=21)

１００万円～２００万円未満(N=110)

２００万円～４００万円未満(N=428)

４００万円～６００万円未満(N=290)

６００万円～８００万円未満(N=113)

８００万円～１０００万円未満(N=58)

１０００万円～１５００万円未満(N=18)

 

図表 ３-３ 固定インターネットの非利用理由（インターネット自宅外利用者・年収別） 
※平均で上位 10位の項目まで 
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自宅外や携帯電話の利用で十分
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２０歳未満(N=3)

２０歳～２９歳(N=6)

３０歳～３９歳(N=29)

４０歳～４９歳(N=38)

５０歳～５９歳(N=148)

６０歳以上(N=402)

 
図表 ３-４ 固定インターネットの非利用理由（インターネット未利用者・年齢別） 

※平均で上位 10位の項目まで 
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 図表 ３-２について、インターネットを利用しない「最大の理由」を示したのが図表 ３-５
である。インターネット自宅外利用者については、「パソコンを所有していない、価格が高

い」（31.3%）が最も高く、インターネット未利用者については「きっと、使いこなせない、
使い切れないから」（15.0%）が最も高い。 
これらの理由の回答率を 4 つの要因別に合計したものがエラー! 参照元が見つかりませ
ん。である。インターネット自宅外利用者については「価格要因」が支配的である。一方、

これと比べると、インターネット未利用者は「利用・利便性要因」及び「知識・不安要因」

が高い。 
 

31.3

14.8

12.0

8.8

4.6

3.9

3.9

3.5

2.8

2.5

1.6

1.6

1.6

0.9

0.7

0.7

0.5

0.2

0.0

3.9

14.2

5.8

3.5

5.3

9.6

15.0

7.9

3.3

8.4

8.6

9.6

0.2

3.8

0.0

0.0

0.2

0.7

0.7

0.8

2.8

0 5 10 15 20 25 30 35

パソコンを所有していない、価格が高い

通信料金が高い

自宅外や携帯電話の利用で十分

使う時間がない、又は自分の利用頻度の場合割高と感じる

興味はあるが、利用する必要性がない

きっと使いこなせない、使いきれないから

個人情報の流出や不正利用などの面で不安

利用料金に見合う利便性が判断できない

パソコンの使い方がわからない

興味がない

情報を調べてもらう等、お願いできる人がいる

申込方法や利用方法についてわからない

インターネットで扱う大量の情報や、有害な情報が耐えられない

故障したらどうしたらよいかわからない

初期費用（工事費など）が高い

引越しする予定だから

契約期間で縛られたり、解約金を支払ったりするのが嫌だ

住んでいる地域で利用できるサービスが少ない、あるか分からない

インターネットで何ができるかわからない

その他

インターネット自宅外利用者(N=451) インターネット未利用者(N=627)
 

図表 ３-５ 固定インターネットを利用しない最大の理由 ※単一回答 
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50.2

23.2

14.6

13.8

20.4

39.0

10.9

21.1

2.8

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット自宅外利用者(N=451)

インターネット未利用者(N=627)

価格要因 アクセス要因 利用・利便性要因 知識・不安要因 その他

 
 

図表 ３-６ 要因別構成比 
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３.２.２. インターネット利用促進策 

 
 前述したように、インターネット、あるいはブロードバンドの普及においては依然とし

て多くの課題が残されている。これらの課題に対してのブロードバンドサービスの利用を

促進する対策や支援策について、どのようなものが望まれるのか。こうした利用促進策に

関するアンケート結果を示したのが図表 ３-７である。 
 最も高いのが「パソコン平均価格の低廉化」（43.8%）であり、次いで「万全なセキュリ
ティー対策」（43.3%）、「初期費用（工事費等）の無料化」（39.7%）、「電話や映像などとセ
ットでお得な料金メニュー」（30.5%）となっている。このように、図表 ３-２と比べて分
かるように、基本的にはインターネットを利用しない理由と望まれる促進策が対応してい

る傾向がみられる。具体的には、③インターネット自宅外利用者層については、「パソコン

平均価格の低廉化」（57.5％）、「初期費用の無料化」（54.7％）、「携帯電話とセットでお得な
料金メニュー」（40.6％）と金額面での導入障壁を下げる意見が多くなっている。 

43.8

43.3

39.7

30.5

28.1

28.0

25.3

23.8

21.3

21.1

18.6

18.1

17.7

16.5

16.3

5.9

10.2

57.5

45.4

54.7

37.7

40.6

28.2

20.3

28.1

20.1

20.3

21.9

23.1

25.7

12.2

22.7

9.7

5.0

34.6

42.4

29.4

25.7

19.6

27.8

29.3

20.6

22.1

21.7

16.4

14.2

12.2

19.4

11.6

3.2

14.1

0 10 20 30 40 50 60 70

パソコン平均価格の低廉化

万全なセキュリティー対策　

初期費用（工事費等）の無料化

電話や映像などとセットでお得な料金メニュー

携帯電話とセットでお得な料金メニュー

有害情報など受信しないよう安心・安全の配慮

テレビなど、簡単な機器での利用

誰もが分かる簡単な申込手続き

無料のお試し期間・体験

自分の好みや趣味に合った魅力的なサービス

使った分だけ料金が発生する従量制メニュー

電話や訪問スタッフの無料相談・サポート

縛りのない契約期間や解約条件

パソコンやインターネットに関する無料説明会

パソコンの格安レンタルサービス

住まいの地域で複数の事業者からの選択

上記にはない

固定インターネット未利用者 全体(N=1088) インターネット自宅外利用者(N=451) インターネット未利用者(N=627)
 

図表 ３-７ インターネット利用促進策 ※複数回答 
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３.３ 固定インターネット利用者の課題 

 
 本節では、固定インターネット利用者に関する課題について分析する。このユーザ層に

対する分析の最大の関心は、「今後もより高速なブロードバンド回線を利用し続けるか」あ

るいは「どうしたら、よりブロードバンドを利用するか」という利活用の観点である。 
 
３.３.１. 回線の高速化に関する課題 

 
 現状利用しているインターネット回線をより高速な回線（100Mbps以上）に切り替える
にあたって、固定インターネット利用者（ブロードバンド利用者、ナローバンド利用者）

が「気になる点」について示したのが、図表 ３-８である。 
 全体でみると最も高いのが「今より月額の通信料金が高くなる」（79.7%）、次いで「初期
費用が高い」（53.4%）、「料金に見合う利便性が判断できない」（35.2%）となっており、主
に価格面の課題が上位に挙げられている。一方、「利用する必要がない」（9.1%）、「魅力的
なサービスがない」(5.2%)といったブロードバンドに対する消極的な意見も 1割未満である
ものの課題である。 
 ブロードバンド利用者とナローバンド利用者について比較すると、基本的に傾向は類似

している。ブロードバンド利用者の方が、ナローバンド利用者よりも「今より月額通信料

金が高くなる」が 6ポイントと僅かに高く（それぞれ 81.1%,75.6%）、より価格面に強い関
心があることが分かる。一方、ナローバンド利用者については、「自分の利用頻度や利用方

法では割高になると感じる」（28.7%）、「住んでいる地域では提供している事業者がない/あ
るか分からない」（28.1%）、「住宅環境により導入が困難である」（17.2%）と、ブロードバ
ンド利用者より高い傾向が見られ、高速化意向がある場合でも、切り替えることができな

い利用者が存在する実態が浮き彫りとなった。 
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79.7

53.4

35.2

25.8

22.7

17.6

13.1

10.4

9.7

9.1

5.2

3.9

4.1

81.1

54.0

35.2

26.1

21.7

17.8

11.5

9.8

9.6

8.6

5.0

3.3

3.6

75.6

53.8

37.9

26.5

28.7

28.1

9.4

11.1

17.2

4.9

6.9

9.2

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

今より月額の通信料金が高くなる

初期費用が高い

料金に見合う利便性が判断できない

今利用している回線で十分

自分の利用頻度や利用方法では割高になると感じる

住んでいる地域では提供している事業者がない／あるか分からない

きっと使いこなせない、使いきれないから

今のサービスの解約金を払うのが嫌だ

住宅環境により導入が困難である

高速回線に興味はあるが、利用する必要がない

高速回線を利用するための魅力的なサービスがない

高速回線に興味がない

その他

固定インターネット利用者 全体(N=2631) ブロードバンド利用者（N=2231) ナローバンド利用者（N=105)

c

 
 

図表 ３-８ インターネット利用促進策 ※複数回答 
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３.３.２. サービスに関する改善点 

 
 現状利用しているインターネットサービスに関する利用者の改善要望の点について示し

たのが、図表 ３-９である。 
 全体でみると最も高いのが「サービスの料金水準」（62.7%）、次いで「回線速度」（40.5%）、
「サービスの分かりやすさ・使いやすさ」（37.6%）となっており、価格・速度・サービス
内容の 3つの主要項目が挙げられた。 
 

62.7

40.5

37.6

36.5

33.7

23.9

14.1

13.2

1.7

64.8

41.3

36.5

37.3

34.9

24.7

14.2

13.5

1.7

56.7

42.6

38.8

26.6

27.1

16.8

18.1

12.7

5.3

0 10 20 30 40 50 60 70

サービスの料金水準

回線速度

サービスの分かりやすさ・使いやすさ

個人情報管理の扱いなどのセキュリティー

魅力的なサービスの提供

課金／決済などの支払いにおける分かりやすさ・使いやすさ

サービスの選択肢の多さ

利用できる端末の種類（テレビでも利用できる等）

その他

固定インターネット利用者 全体(N=2631) ブロードバンド利用者（N=2231) ナローバンド利用者（N=105)

c

 
図表 ３-９ サービスに関する改善点 ※複数回答 
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３.４ 今後期待される分野及び導入意向 

 
３.４.１. 今後期待されるブロードバンドサービス分野 

 
 今後期待されるブロードバンドサービスの分野について示したのが図表 ３-１０である
（2 章で取り上げた有料サービスではなく「期待する分野」として聞いたアンケート回答
率。）。全体でみると、文化・芸術（39.1%）、次いで安心・安全（36.8%）、医療・福祉（34.5%）
への期待が最も高い。ユーザ別にみると、ブロードバンド・ナローバンド利用者は、電子

商取引への期待が高い。一方、インターネット自宅外利用者は、文化・芸術、インターネ

ット未利用者は、医療・福祉への期待が高い傾向がみられる。 

39.1

36.8

34.5
26.5

36.2

16.2

15.1

8.1

5.2

29.7

29.4

41.4

4.8

7.6

18.0

55.5

40.6

29.6

24.7

21.9

7.0

5.8

6.4

44.4

46.4

55.3

26.3

13.5

33.1

7.2

8.5

6.2

1.3

13.6

4.4

7.3

12.7

14.5

15.7

31.5

34.2

34.5

12.9

31.6

42.9

32.3

33.9

19.9

21.7

30.4

36.1

35.6

35.3

39.7

47.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

文化・芸術

安心・安全

医療・福祉

交通・物流

電子商取引

行政サービス

教育・人材

雇用・労務

環境・エネルギー

企業経営

その他

全体(N=3725)

ユーザ① ブロードバンド利用者(N=2231)

ユーザ②ナローバンド利用者(N=105)

ユーザ③インターネット自宅外利用者(N=451)

ユーザ④インターネット未利用者(N=627)

 
※H20年度情報通信白書を参考に、以下の内容をアンケートにて提示。
医療・福祉 ：電子カルテや遠隔医療サービスの利用等
教育・人材 ：遠隔教育サービス、遠隔授業参加等
雇用・労務 ：求人・転職情報サービス、遠隔勤務システム等
行政サービス ：確定申告や納税、投票等における電子申請サービス等
文化・芸術 ：観光情報の閲覧、音楽や動画等のコンテンツの視聴サービス等
企業経営 ：商品の受発注や決済等、企業間における電子取引サービス等
環境・エネルギ- ：家庭のエネルギー使用状況の遠隔モニタリングや環境負荷低減を実現するシステム等
交通・物流 ：宅配状況の確認サービス、リアルタイムの交通情報の提供等
安心・安全 ：災害時の安否確認システム、位置や安全確認サービス等
電子商取引 ：インターネット上でのショッピング・電子決済、オンラインの金融取引サービス等  
図表 ３-１０ 今後期待されるブロードバンド分野 ※複数回答 
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３.４.２. 今後のブロードバンドの導入意向 

 
前章では、ブロードバンドが利用できる環境を想定した分析結果であるが、ここでは実

際の今後のブロードバンドの導入意向について分析する。具体的には、本調査で取り上げ

た各ユーザセグメントについて、ブロードバンドの導入意向（現ブロードバンド利用者に

ついては高速化意向）を踏まえ、ユーザセグメント構成の遷移について分析する。 
各ユーザセグメントの今後のブロードバンドの導入意向9を踏まえると、固定インターネ

ット利用者（緑枠内）は、67.4%（図表 ２-４）から 85%まで拡大し、ブロードバンドユー
ザ（図中ユーザ①）は、57.0%から 80.1%まで拡大すると予想される。前節で取り上げた各
種課題が解消されることで、更なる拡大が期待される。 

固定インターネット
利用者

固定インターネット
未利用者

ユーザ① （57.0%）

39.6%

73.2%(参考) 高速回線志向者：68.6%
※ADSL→FTTH等

ユーザ④ (19.0%)

ユーザ③
(13.5%)

※青文字は、各ユーザセグメントの現在の人数構成比
※黄枠内赤文字は、当該ユーザセグメントに占めるブロードバンド導入意向比率

68.8% ユーザ②(2.7%)

47.4% その他 (7.8%)

 

ユーザ② (0.8%)

固定インターネット
利用者

固定ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ未利用者

ユーザ① （80.1%）

その他 （4.1%）

ユーザ③
（3.5%）

ユーザ③
（11.5）

※青文字は、上図の導入意向者がブロードバンドへ移行したとみなした
場合の各ユーザセグメントの構成比（全体を100%とした場合）  

図表 ３-１１ ブロードバンド導入意向を踏まえたユーザセグメント構成の遷移 

                                                   
9 アンケート調査にて、有線又は無線ブロードバンドの何れかのインターネット回線につい
て、「是非使いたい」又は「条件が良ければ使いたい」と回答した人の割合。本調査では、

「固定インターネット」を、自宅でパソコンを通じてインターネットを利用すること、と

定義しているため無線ブロードバンドも含めて導入意向の対象とした。 
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４. 参考資料 
 
本調査では、2章及び 3章で分析した各ユーザセグメントの属性及び、各章で取り上げな
かった、固定インターネット利用者及び固定インターネット未利用者に対するアンケート

調査結果について整理する。 
特に、固定インターネット利用者については、インターネットの利用における変化・多様

化について明らかにする。固定インターネット未利用者については、インターネットに対

する認知度や今後の導入意向等について分析する。 
 
 
４.１ ユーザセグメントの属性 

 
各ユーザセグメントの年齢構成は図表 ４-１のとおりである。ブロードバンド利用者・未
利用者は 30 代が最も多い。ただし、ナロードバンド利用者の方が 20 代～30 代の比率が、
利用者と比べて高い。インターネット自宅外利用者は、50 代が最も多い。一方、インター
ネット未利用者は、60代以上が 6割以上を占める（ユーザ①からユーザ④の順番で、６０
代以上の高齢者の比率が高まっている）。 
各ユーザセグメントの家族構成は図表 ４-２のとおりである。ブロードバンド利用者はど
のユーザ分類よりも「2 世代」の比率が高い。一方、インターネット未利用者は、「夫婦の
み」が 5割以上を占める。 
 居住地域規模は、図表 ４-３のとおりである。についてみると、インターネット未利用者
の「郡部（町村）」の比率がやや高いものの、全体的にユーザ間で大きな差は見られない。 
居住エリアは、図表 ４-４のとおりである。ブロードバンド利用者の「関東エリア」の居
住割合が他よりも高い。 
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6.7

6.8

8.4

6.3

16.1

19.4

23.3

15.9

20.3

24.4

27.9

19.6

4.6

18.2

21.6

16.5

19.3

6.1

19.2

18.6

11.9

21.7

23.6

19.6

9.1

12.1

17.5

64.1

0.5 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

ユーザ① ブロードバンド利用者

ユーザ②ブロードバンド未利用者

ユーザ③インターネット自宅外利用者

ユーザ④インターネット未利用者

２０歳未満 ２０歳～２９歳 ３０歳～３９歳 ４０歳～４９歳 ５０歳～５９歳 ６０歳以上

ユーザ② ナローバンド利用者

6.7

6.8

8.4

6.3

16.1

19.4

23.3

15.9

20.3

24.4

27.9

19.6

4.6

18.2

21.6

16.5

19.3

6.1

19.2

18.6

11.9

21.7

23.6

19.6

9.1

12.1

17.5

64.1

0.5 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

ユーザ① ブロードバンド利用者

ユーザ②ブロードバンド未利用者

ユーザ③インターネット自宅外利用者

ユーザ④インターネット未利用者

２０歳未満 ２０歳～２９歳 ３０歳～３９歳 ４０歳～４９歳 ５０歳～５９歳 ６０歳以上

ユーザ② ナローバンド利用者

 
図表 ４-１ 年齢構成 
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図表 ４-２ 家族構成 
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図表 ４-３ 居住地域規模 
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図表 ４-４ 居住エリア 
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４.２ 固定インターネット利用者のインターネット利用実態 

 
４.２.１. 通信サービスの利用状況 

 

（１）電話サービスの利用状況 
 
インターネット利用者の電話サービスの利用状況は図表 ４-５のとおりである。全体の約
半数が NTT加入電話又は他社が提供する固定電話サービス（CATV電話、ドライカッパ電
話等）を利用している。一方、光ファイバー回線（FTTH）を利用した固定電話サービスの
利用率は全体の 36.4%であった。FTTH を利用したアプリケーションの一つとして、固定
電話は着実に普及していると考えられる。 

49.6

36.4

14.7

8.3

0 10 20 30 40 50 60

ＮＴＴ加入電話または
他社が提供する固定電話サービス

光ファイバー回線を利用した
固定電話サービス

ＡＤＳＬ回線などを利用した
０５０番号を使うＩＰ電話サービス

加入していない
N=2637

 

図表 ４-５ 電話サービスの利用状況（対象：全員） 

 
（２）インターネット回線の利用状況 
 
インターネット利用回線は図表 ４-６のとおりである。全体の約 85%がブロードバンド
回線（ここでは ADSL/CATV/FTTHのいずれか）を利用している。ダイヤルアップ（DU：
Dial Up）または ISDN回線の利用者は 2.4%であった。 
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2.4
11.5

16.1

4.4

8.2

44.5

11.4

0.8
0.8

ダイヤルアップまたはＩＳＤＮ回線　

ＡＤＳＬ（速度：１０Ｍｂｐｓ未満）　　　

ＡＤＳＬ（速度：１０Ｍｂｐｓ以上）　　　

ＣＡＴＶ（速度：１０Ｍｂｐｓ未満）　　　

ＣＡＴＶ（速度：１０Ｍｂｐｓ以上）　　　

ＦＴＴＨ（光ファイバー）　　　　　　　　

モバイル接続（データ通信カード
など）　　　　　　　　　　　　
その他 　　　　　　　　　　　　　　　　　

わからない 　　　　　　　　　　　　　　

N=2637

 

図表 ４-６ インターネットの利用回線（対象：全員） 

利用回線（固定回線に限定）を、都市規模別・居住形態別に集計した結果が図表 ４-７及
び図表 ４-８である。図表 ４-７より、都市部を中心に FTTH の普及が進んでいることが

分かる。一方、地域規模の違いによる DU/ISDN（あるいはブロードバンド回線）の利用率
の差はみられない。すなわち、固定回線を利用したインターネット利用者についてみると

格差は存在しないといえる。また、図表 ４-８より、FTTHは主に集合住宅向け、CATVは
主に戸建住宅向けに浸透していることが分かる。これは、従来の通信インフラの整備に係

る経緯や、関連事業者の展開戦略等の違いにも依存する。 
 

14.5

13.3

16.4

12.0

51.1

57.9

48.6

44.9

3.1

2.8

2.9

2.8

31.7

25.8

40.1

32.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=2297)

政令指定都市(N=623)

政令指定都市以外の市(N=1374)

郡部（町村）(N=299)

ＤＵ/ＩＳＤＮ ＡＤＳＬ ＣＡＴＶ ＦＴＴＨ

 

図表 ４-７ インターネットの利用回線（地域規模別）（対象：全員） 
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14.5

18.8

8.2

6.2

10.4

51.1

44.1

65.5

74.7

50.4

2.6

2.1

0.0

3.1

2.8
31.7

34.1

17.1

26.3

36.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=2297)

一戸建て（持家）(N=1319)

一戸建て（借家）(N=59)

集合住宅（持家）(N=387)

集合住宅（借家）(N=515)

ＤＵ/ＩＳＤＮ ＡＤＳＬ ＣＡＴＶ ＦＴＴＨ

 

図表 ４-８ インターネットの利用回線（居住形態別）（対象：全員） 

 
（３）放送サービスの利用状況 

 
各種放送サービスの利用状況は図表 ４-９のとおりである。「光ファイバー回線をつない
で視聴している」については、地デジは 4.3%、有料多チャンネル放送は 2.6%となっている。
FTTH 回線を利用した地上波放送は、難視聴エリア対策も含め地デジ対策の有効なインフ

ラの一つであり、放送も含めた広義の ICT産業の発展に大きく貢献することが期待される。 

25.5

19.7

39.4

27.8

3.8

6.3

5.7 25.1

45.6

92.5

79.1

2.5

11.3

3.0

2.6

4.3

0.5 0.7

3.8

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地上デジタル放送（地デジ）

ＢＳ放送やＮＨＫ－ＢＳ

ＷＯＷＯＷ（有料）

有料多チャンネル放送

ケーブルテレビで視聴している

アンテナを立てて視聴（集合住宅等の共同アンテナを含む）
光ファイバー回線をつないで視聴している

視聴しているが方法はわからない
視聴していない

N=2637

 

図表 ４-９ 放送サービスの利用状況（対象：全員） 
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（４）インターネットの利用のきっかけ 
 
 インターネットを加入・利用した理由は、図表 ４-１０のとおりである。最も高いのが、
「インターネット上のサービスを利用したかった」（69.7%）である。次いで、「パソコンや
テレビを新しく購入した」（17.5%）となっている。 
インターネットの導入に関するきっかけは様々であるが、基本的にはインターネット上

のサービスを利用したいというニーズに帰着し、インターネットがここまで普及してきた

ドライバである。一方、後述するように、現在のインターネット未利用者あるいはブロー

ドバンド未利用者の中には、サービスを利用したいというニーズの強度が低い消費が一定

数存在する。また、我が国は、現在ブロードバンドの普及率をはじめ、利活用の状況の進

展が他国と比べても必ずしも高くないのが実態である10。「サービスを利用したい」という

ニーズの原点について、改めて認識する必要があろう。 

69.7

17.5

16.5

11.4

8.0

7.4

6.2

4.9

4.7

3.9

4.4

6.1

0% 20% 40% 60% 80%

インターネット上のサービスを利用したかった

パソコンやテレビを新しく購入した

家族や友人と連絡を取る手段が欲しかった

事業者が値下げ・料金割引などを実施

引っ越したため

他のサービスとのセットメニューが魅力的だった

住んでいるマンションで導入することになった

住んでいる地域で利用できるようになった

友人など周りの人が加入していた（勧められたなど）

家電量販店や通信事業者などによる営業を受けた

その他

覚えていない、わからない

N=2637

 

図表 ４-１０ インターネットサービス加入理由（対象：全員） 

 
 
 
 
                                                   
10 参照：総務省 「ICT基盤に関する国際比較調査」（H22年度） 
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（５）携帯電話インターネットの利用状況 
 
携帯電話上でのインターネット利用状況（全体及び年齢別集計結果）は図表 ４-１１のと
おりである。全体でみると「利用している」が 67.0%となっている（携帯電話所有者のう
ち 68.7%）となっている。年齢別でみると、最も利用率が高いのが、20歳代で 83.8%が「利
用している」と回答した。一方、年代が高まるに連れ、利用率は減少しており、50 歳代は
50.5%（携帯電話所有者のうち 52%）、60歳代は 35.5%（同 38.8%）となっている。高齢層
においても、既に多くの利用者が携帯電話インターネットを活用している点は注目すべき

と考えられる。PCを経由したインターネットを使いこなせなくても、携帯電話上の簡易的
操作等でインターネットへアクセスできる環境は、利便性を高めると同時に、高齢者ある

いは ITリテラシの低い消費者にとって非常に有効なツールとなり、市場へのインパクトも
極めて大きいと考えられる。 

67.0

76.1

83.8

75.6

65.7

50.5

35.5

30.5

19.4

14.6

23.3

33.4

46.6

56.1 8.4

2.9

1.0

1.0

1.6

4.5

2.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=2637)

２０歳未満(N=218)

２０歳～２９歳(N=521)

３０歳～３９歳(N=637)

４０歳～４９歳(N=550)

５０歳～５９歳(N=468)

６０歳以上(N=243)

利用している　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

利用していない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

携帯電話を所有していない　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

図表 ４-１１ 携帯電話の利用状況（対象：全員）                 

※メールの受発信ではなく、携帯電話各社のサイトや各種ホームページなどの閲覧が対象 

（６）機器へのインターネットの接続状況 
  
 インターネット回線の接続先はパソコンとは限らない。近年では、テレビを始め家庭用

据え置き型ゲーム機器など各種情報家電にも LAN用接続端子が設けられ、インターネット
を利用できる専用アプリケーションやサービス等が組み込まれている。こうしたパソコン

以外の機器へのインターネット回線接続状況に関する調査結果を図表 ４-１２に示す。パソ
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コンに次いで今後ブロードバンド利用において重要な端末となると予想されるテレビに対

しては、「つないでいる」が 17.9%、「つなぐことができることは知っているが、つないで
いない」が 40.6%、「つなぐことができるかわからない」が 20.6%となっている。（テレビ
所有者のうち「つないでいる」の割合は 22.6%である。）本調査では、実際にインターネッ
ト回線をつないでどのようなサービスを利用しているかについては取り上げていないが、

「テレビにインターネット回線が接続可能である」ことに関する認知度は非常に高い事か

ら（テレビ所有者の約 74%）、テレビは今後のブロードバンドサービスの展開によっては大
きな可能性を秘めていると考えられる。 
 テレビ以外の端末では、家庭用テレビゲーム機の接続率が 44.5%、その他情報家電（録
画機器など）が 29.8%（いずれも機器所有者のうち「つないでいる」と回答した人の割合）
となっている。 
 

17.9

25.2

18.2

40.6

25.5

23.8

20.6

5.9

18.9

43.4

39.0

20.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

テレビ

家庭用テレビゲーム機

その他情報家電（録画機器など）

つないでいる　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 つなぐことができることは知っているが、つないでいない　　　　

つなぐことができるかわからない　　　　　　　　　　　　　　　 機器を所有していない　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

N=2637

 
図表 ４-１２ パソコン以外の端末へのインターネット接続状況（対象：全員） 

 
４.２.２. インターネットの利用状況 

 
（１）リテラシ 
 
 アンケート回答者の ITリテラシに係る調査結果は図表 ４-１３のとおりである。平均的
な ITリテラシレベルを規定することが目的ではないが、インターネットやパソコンを十分
に使える範囲としては下図の「諸設定不可、PCやネット利用に支障はない」以上であると
考えられる。その範囲でみると 85.4%となる。 
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7.8

9.9

23.3

19

25.4

14.6

ＰＣ組み立てやソフトウェア開発経験あり、トラブル自己解決可

ＰＣ組み立てやソフトウェア開発経験なし、トラブル自己解決可

説明書やアドバイスありでトラブルの自己解決可

トラブル自己解決不可、諸設定はある程度できる

諸設定不可、ＰＣやネット利用に支障はない

諸設定不可、ごく簡単（定型的）な操作のみ

N=2637

 
図表 ４-１３ パソコンやインターネットの取り扱いレベル（対象：全員） 

 
 
（２）インターネット利用頻度 
 
 パソコン及び携帯電話（PDA・スマートフォン含む）のインターネット利用頻度（全体
及び年齢別集計結果）をそれぞれ図表 ４-１４に示す。 
パソコンを通じたインターネット利用頻度は、「毎日少なくとも 1回」が最も高く全体の

72.5%となっている。年齢別でみると、20 歳代が最も利用頻度が高くなっているものの、
全体的にみて年代による大きな利用頻度の差は見られない。 
 一方、携帯電話（PDA・スマートフォン含む）についてみると、全体では「毎日少なく
とも 1回」が 47.6%とパソコンと比べると小さい。また、年代による差が顕著であり、「毎
日少なくとも 1回」について最も多い 20歳代では 70.2%であり、最も少ない 60歳代では
16.3%となっている。 
 



 

 57
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74.7

79.7

67.3

72.3

73.6

66.6

16.8

13.9

12.1

21.7

19.1

14.8
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6.6

6.6

5.4
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6.3

8.8 6.1
3.7

1.9

1.6

1.7

1.4

2.4

1.9

3.3

1.4

2.3

1.8

1.4

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=2637)

２０歳未満(N=218)

２０歳～２９歳(N=521)

３０歳～３９歳(N=637)

４０歳～４９歳(N=550)

５０歳～５９歳(N=468)

６０歳以上(N=243)

毎日少なくとも１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 週に２～３回程度 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
週に少なくとも１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 月に少なくとも１回　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
それ以下　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

47.6

70.2

64.9

40.2

44.6

30.4

16.3

18.7

16.7

16.7

20.1

18.8

19.8

20.9

12.4

6.0

8.0

18.0

13.6

13.1

8.1

7.1

10.1

16.6

22.2

20.7

15.1

5.2

16.2

39.8

15.9

0.1

0.8

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=1766)

２０歳未満(N=168)

２０歳～２９歳(N=436)

３０歳～３９歳(N=483)

４０歳～４９歳(N=361)

５０歳～５９歳(N=237)

６０歳以上(N=86)

 

図表 ４-１４ インターネット利用頻度（対象：全員[上]、携帯電話所有者[下]）           
 
（３）インターネット利用内容 
 
 パソコンを使用したインターネットに関する主な利用内容について図表 ４-１５に示す。
最も高いのが「ホームページ・ブログの閲覧」で、回答率は 89.8%となっている。その他
では、「オンラインショッピング」が「電子メールの受発信」の次に高い点が注目に値する。

インターネットの普及により、オンラインショッピングなどの EC市場は拡大傾向にあると
各種調査結果より明らかになっているが、アンケート結果より現在インターネット利用者

の約 7 割の人が利用していることが分かった。この結果から、インターネットの重要なア
プリケーションの一つであり、利用者の消費活動の重要な役割を担っているといえる。イ

ンターネット、そして今後さらに普及するブロードバンドが利便性をもたらし、オンライ

ンショッピングに代表される消費活動を促すことで、企業・産業の生産性を高めるととも

に、大きな経済効果が期待されると考えられる。 
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89.8

83.3

80.1

68.3

60.9

55.6

49.9

42.3

33.1

32.4

25.2

24.9

21.7

21.2

18.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

ホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）の閲覧

アンケート回答

電子メールの受発信 *メールマガジンは除く

オンラインショッピング

地図情報提供サービス

メールマガジンの利用

クイズ・懸賞応募

インターネットオークション

オンラインバンキング・証券取引

デジタルコンテンツの入手・聴取

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの利用

電子ファイルの交換・ダウンロード *Ｐ２Ｐ・ＦＴＰなど

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

ホームページ・ブログの開設・更新

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加 N=2637

 
図表 ４-１５ パソコンインターネット利用内容（対象：全員）※複数回答 

 
 
 一方、携帯電話を使用したインターネットの利用内容を、図表 ４-１６に示す。携帯電話
での利用においては、電子メールの受発信やホームページ・ブログの閲覧に次いで「地図

情報提供サービス」（24.8%）や「デジタルコンテンツの入手・聴取」（15.5%）が高く、パ
ソコンを使用したインターネット利用内容と性質は異なる。その他、「オンラインショッピ

ング」は 10.3%となっている。現在は、携帯電話で利用できるアプリケーションやサービ
スは限られるものの、スマートフォンを始めとする高機能端末の普及により、よりパソコ

ンに近い使い方や、携帯電話の有するモビリティに特化しかつ進化した使い方が今後広ま

っていくと予想される。 

※アンケート結果の上位 15位 
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54.1

35.5

25.7

24.8

15.5

12.8

12.5

11.1

10.3

8.7

7.8

7.2

7

6.8

3.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

電子メールの受発信 *メールマガジンは除く

ホームページ（ウェブ）・ブログ（ウェブログ）の閲覧

メールマガジンの利用

地図情報提供サービス

デジタルコンテンツの入手・聴取

クイズ・懸賞応募

アンケート回答

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

オンラインショッピング

インターネットオークション

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの利用

オンラインゲーム（ネットゲーム）への参加

オンラインバンキング・証券取引

ホームページ・ブログの開設・更新

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等） N=1766

 
図表 ４-１６ 携帯インターネット利用内容（対象：携帯電話利用者）※複数回答 

 
 
４.２.３. オンラインショッピングの利用状況 

 
本節では、前述したように重要なアプリケーションとなっているオンラインショッピン

グを取り上げ、利用状況（利用の変化、効用等）について述べる。 
 
（１）利用頻度 
 
  最近 1年間のオンラインショッピングの利用頻度は、図表 ４-１７のとおりである。最
も多い区分が、「6～10 回」で 27.8%である。「21～50 回」及び「51 回以上」、すなわち月
に平均 2以上利用している層は 15.3%である。 

※アンケート結果の上位 15位 
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4.3
6.1

26.3

27.8

20.3

11.8

3.5

１回

２回

３～５回

６～１０回

１１～２０回

２１～５０回

５１回以上

N=1791

 
図表 ４-１７ オンラインショッピングの利用頻度（対象：オンラインショッピング利用者） 
 
（２）支出額 
 
 オンラインショッピング利用者が 1年間で支出した金額は、図表 ４-１８に示す。最頻値
は 50,000 円前後となっており、全体の平均値は概ね 10 万円となった。ただし、購入商品
によって、バラツキがある点は留意されたい。 
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５
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０
０
０
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５
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０
０
０
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N=1791  
図表 ４-１８ オンラインショッピングの利用頻度（対象：オンラインショッピング利用者） 
 
 
（３）利用の変化 

 
オンラインショッピング利用経験者について、過去１年間のオンラインショッピングの

利用状況の変化を示したのが、図表 ４-１９である。「商品購入を検討する頻度」について
は、63.6%が増えたと回答した（「かなり増えたと思う」「増えたと思う」の回答率合計）。
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次いで「購入頻度」は 57.6%、「購入の支払総額」は 56.5%となった。この結果から、オン
ラインショッピングは、購入機会を増やすとともに、実際の購入頻度や支払額の増加につ

ながっていることが明らかとなった。 
 

23.1

15.4

14.0

40.5

42.2

42.5

33.0

37.2

37.2

4.3

5.3

2.5

1.1

1.0

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

商品購入を検討する頻度

購入頻度

購入の支払総額

かなり増えたと思う 増えたと思う あまり変わらない

やや減ったと思う かなり減ったと思う

N=1828

 

図表 ４-１９ オンラインショッピングの利用変化（対象：オンラインショッピング利用者） 
 
 次に、オンラインショッピングを利用する前後での主要な家計消費支出額の変化につい

て示したのが、図表 ４-２０である。オンラインショッピングを利用し始める前と後では、
58.4%が主要な家計消費支出額が「増えたと思う」と回答した（「あまり変わっていないと
思う」以外の回答率）。「増えた」と回答した人を母数とすると、平均増加率は 23%程度で
ある。オンラインショッピング利用者を母数とすると、平均増加率は 13%程度である。す
なわち、オンラインショッピングは、家計消費支出額を約 13%増加させる効果をもたらし
ている。  
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41.6

8.1 8.9

12.8

10.5

7.3

3.57.3

５０％以上　増えたと思う ４０％～５０％程度　増えたと思う

３０％～４０％程度　増えたと思う ２０％～３０％程度　増えたと思う

１０％～２０％程度　増えたと思う ５％～１０％程度　増えたと思う

０％～５％程度　増えたと思う あまり変わってないと思う

N=1828

 
図表 ４-２０ オンラインショッピングの利用変化（対象：オンラインショッピング利用者） 
 
 オンラインショッピングの利用を通じて消費が増えた理由、すなわちオンラインショッ

ピングに対して利用者が感じている効用について図表 ４-２１に示す。最も高いのが「利用
するのが簡単だから」（75.3%）、次いで「欲しいものが見つかるから」（70.4%）となって
いる。これらの上位 2 つの理由は、主に普段の購買行動に与える利便性だといえる。その
他、「買わなかった、お店で見つからなかった物を買うようになったから」（45.9%）や「普
段ショッピングする時間がない時に利用できるから」（34.5%）のように、新たな消費を促
進させる要因も関係していることが分かる。 
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75.3

70.4

45.9

44.6

34.5

26.0

12.5

8.3

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用するのが簡単だから

欲しいものが見つかるから

買わなかった、お店で見つからなかった

物を買うようになったから

色々な情報を参考にして、

的確に買えるようになったから

普段ショッピングする時間が

ない時に利用できるから

ウェブサイト等から情報を得て

購入することが多くなったから

メールなどがきっかけになって

買い物をすることが多くなったから

衝動買いが増えたから

その他

N=1067

 
図表 ４-２１ オンラインショッピングの効用                  

（対象：オンラインショッピング利用による支出が増えたと回答した人） 
 
４.２.４. オンライン金融取引の利用状況 

 

（１）利用頻度 
 
 オンラインショッピング以外の重要なアプリケーションとしてオンライン金融取引（オ

ンライン決済、オンラインバンキング、株式取引等）が挙げられる。これらのサービスの

利用経験者の最近 1年間の利用頻度を示したのが、図表 ４-２２である。インターネットを
使った株式取引の利用者はまだ限定的であるものの、オンラインバンキングの利用率は

87.7%と高い。株式取引やオンラインバンキング以外の金融商品の購入等については、現在
は限定的であるものの、今後拡大することが期待される分野である。 
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66.6

12.3

79.4

18.4

24.2

14.4

5.5

21.6

4.7

31.5

4.8

10.4

3.1 1.9

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネットを使った株式取引

オンライン・バンキング

その他の金融商品の購入

使っていない 年に１～数回 月に１回 月２～５回 月６以上

N=910  

図表 ４-２２ オンライン金融取引の利用頻度                  

（対象：オンラインバンキング・証券取引利用者） 
  
（２）利用の変化 

 
オンラインショッピングと同様に、オンライン金融取引利用経験者について、過去１年

間のオンラインショッピングの利用状況の変化を示したのが、図表 ４-２３である。「専用
サイトなどで商品を購入を検討する頻度」については、30.1%が増えたと回答した（「かな
り増えたと思う」「増えたと思う」の回答率合計）。次いで「取引や購入の頻度」は 28.2%、
「取引や購入の支払総額」は 26.9%となった。オンラインショッピングと比較すると、回
答率水準はやや劣るものの、「増えた」と「減った」の回答率を差し引いても、全体として

は増加傾向が見られる。 

7.5

5.9

5.1

22.6

22.3

21.8

62.2

62.8

63.8

4.0

4.1

4.4

3.6

4.9

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専用サイトなどで商品を検討する頻度

取引や購入の頻度

取引や購入の支払総額

かなり増えたと思う 増えたと思う あまり変わらない

やや減ったと思う かなり減ったと思う

N=851

 
図表 ４-２３ オンライン金融取引の利用の変化 
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４.２.５. コンテンツサービスの利用状況 

 
（１）コンテンツサービスの利用率 
 
 各種コンテンツサービスの利用状況は、図表 ４-２４のとおりである。ここでは、「有料・
無料サービスの両方を利用」又は「有料サービスのみ利用」について取り上げた。両方の

合計でみると、音楽コンテンツの利用が最も高く、14.3%が利用していると回答した。次い
で、「アプリ・ソフト」（合計で 7.4%）、「オンラインゲーム」（同 4.1%）となっている。「動
画」や「電子書籍・漫画」などの娯楽・教養コンテンツは今後インターネット上の流通で

期待されるコンテンツ分野であり、特に高速なダウンロードサービス等が利用できるブロ

ードバンドの普及により、利便性は高まり利用率が増加していくものと予想される。 
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0.4
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音楽

アプリ・ソフト

オンラインゲーム

地図・ナビ・店舗情報

動画

電子書籍・漫画

新聞・雑誌記事

静止画

健康・料理・育児などの実用情報

有料・無料サービスの両方を利用 有料サービスのみ利用

N=2637

 
図表 ４-２４ コンテンツサービスの利用状況 

 
（２）利用の変化 
 
 コンテンツサービス利用者（無料サービスのみも含む）について、最近 1 年間における
利用頻度の変化を示したのが図表 ４-２５である。「増えた」と回答した割合は 34.5%とな
った（「かなり増えたと思う」「増えたと思う」の回答率合計）。コンテンツサービスの利用

頻度が着実に増加する傾向にある。 
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0.82.7

6.8

62.0

27.7

かなり増えたと思う

増えたと思う

あまり変わらない

やや減ったと思う

かなり減ったと思う

N=2434

 
図表 ４-２５ コンテンツサービスの利用の変化                  

（対象：コンテンツサービス利用者[有料・無料問わず]） 
 
 一方、有料コンテンツサービス利用者（アンケート回答者の約 24%を占める）について、
最近 1 年間における利用金額の変化を示したのが図表 ４-２６である。「増えた」と回答し
た割合は 22.7%となった（「かなり増えたと思う」「増えたと思う」の回答率合計）。コンテ
ンツサービスに対して支払額においても増加傾向が見られる。 

4.3 3.0 3.4

70.0

19.3 かなり増えたと思う

増えたと思う

あまり変わらない

やや減ったと思う

かなり減ったと思う

N=624

 
図表 ４-２６ 有料コンテンツサービスの利用金額の変化                

（対象：有料コンテンツサービス利用者） 
 
４.２.６. インターネットがもたらすメリット 

 
 インターネットを利用することでもたらされるメリットについて示したのが、図表 ４-２
７である。最もメリットを端的に表現しているのが「生活で役に立った」であり、73.9%が
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「あてはまる」と回答した。次いで「自分の知識や能力が向上した」について、48.3%が「あ
てはまる」と回答した。一方、「新しい人との交流が広がった」「他人との交流が深まった」

については、「あてはまらない」と回答した割合がそれぞれ 41.6%、43.5%となっており、
前述の項目と対照的な結果となった。このように、インターネット利用者は、自身や生活

に対するメリットを高く感じ、交流などのコミュニュケーションに関するメリットはそれ

に比べるとややメリットを小さく感じているようである。 
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6.9

41.6

43.5

49.6

1.1
1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生活で役に立った

自分の知識や能力が向上した

趣味が広がり深まった

時間を有効に使える

新しい人との交流が広がった

他人との交流が深まった

自分のことを知ってもらえた

あてはまる どちらかというとあてはまる どちらかというとあてはまらない あてはまらない

N=2637
 

図表 ４-２７ インターネットがもたらすメリット                 

（対象：全員） 
 
 



 

 68

４.３ 固定インターネット未利用者のインターネット経験実態 

 
４.３.１. インターネットの経験状況 

 

（１）自宅外等のインターネット利用 

 
 インターネット非利用者のインターネットの利用状況を示したのが図表 ４-２８である。
インターネット非利用者の 35%が「インターネットは一度も使ったことがない」と回答し
ており、全体の中でこのインターネット未経験層が最も多く占めている。次いで、「携帯電

話で使っている」が 27.6%となっており、全体の 1/4強は自宅に固定インターネット回線を
引かず、携帯電話を活用している。また、学校・職場・インターネットカフェなどの自宅

外環境にてインターネットを利用している消費者層も存在している。 
 

35.0

27.6

22.7

17.1

7.2

3.7

0% 10% 20% 30% 40%

インターネットは一度も使ったことがない

携帯電話（ｉ－ｍｏｄｅなど）で使っている

普段インターネットは使っていない

学校や職場で使っている

親戚や友人の自宅で使っている

インターネットカフェや図書館等の

自宅外の施設で使っている

N=1088  

図表 ４-２８ インターネットの利用状況（対象：全員）※複数選択 
 
（２）利用内容 
 
 図表 ４-２８のうち「インターネットは一度も使ったことがない」「普段インターネット
は使っていない」を回答した人を除く、すなわち何らかの形でインターネットに関わって

いる利用者層（本調査では、「インターネット自宅外ユーザ」と定義する）について、その

利用内容について示したのが、図表 ４-２９である。「電子メールの受発信」「ホームページ・
ブログの閲覧」「地図情報サービス」「デジタルコンテンツの入手・聴取」が高い。 
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42.5

34.8
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11.1
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7.7

7.4

6.3

3

2

0% 20% 40% 60%

電子メールの受発信

ホームページ・ブログの閲覧

地図情報提供サービス

デジタルコンテンツの入手・聴取

商品・サービスの購入・取引

メールマガジンの利用

クイズ・懸賞応募

インターネットオークション

オンラインゲームへの参加

アンケート回答

電子掲示板（ＢＢＳ）・チャットの利用、閲覧、書き込み

就職・転職関係（求人情報入手、採用応募等）

電子ファイルの交換・ダウンロード（Ｐ２Ｐ、ＦＴＰ等）

ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）への参加

電子政府・電子自治体の利用（電子申請・申告・届出）

N=451

 
図表 ４-２９ インターネットの利用内容（対象：インターネット自宅外利用者） 

※複数選択 
 
４.３.２. インターネットに関する認知度 

 
 インターネット未利用者について、インターネットに関する認知度及び関心度について

整理したのが図表 ４-３０である。認知度・関心度共に高いのは、「様々な情報を取得する
ことができる」となっている。前述したように既に重要なアプリケーションとなっている

オンラインショッピングに相当する「商品やサービスを購入することができる」について

は、認知度は全体の中で 2番目に高いものの、現状では関心度は比較的低い。 
他方、「娯楽・エンタテインメントを楽しむことができる」「不特定多数の人とコミュニ

ケーションを取れる」といった、コミュニケーション・コンテンツの機能に関する関心度

が高い。一方で、「社会参加」あるいは「金融取引」については、認知度及び関心度ともに

低い結果となっている。 
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取得することができる不特定多数の人と

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ を取れる

社会参加できる

金融取引ができる

娯楽・ｴﾝﾀﾃｲﾒﾝﾄを
楽しむことができる

商品やサービスを
購入することができる

 
図表 ４-３０ インターネットに関する認知度及び関心度（対象：全員） 

 
４.３.３. インターネットの導入意向 

 
インターネット未利用者について自宅でのインターネット導入意向を示したのが、図表 
４-３１である（全体及び自宅外等のインターネット利用状況別集計結果）。全体でみると、
「時期が未定」としている回答者が多く占めるものの、65.4%が導入意向を有している。特
に、導入意向時期が早いのは、「学校や職場で使っている」「自宅外の施設で使っている」「親

戚や友人の自宅で使っている」など、自宅外環境でインターネットに触れる機会が有して

いる層となっている。これらの消費者層は、導入条件やきっかけに応じてインターネット

を導入する可能性が高いと考えられる。 
一方、「普段インターネットは使っていない」及び「インターネットは一度も使ったこと

がない」と回答しているインターネット未利用ユーザは、「導入・利用したいと思わない」

あるいは「わからない、判断できない」と回答している人が多い。特に、同ユーザのうち、

インターネット未経験層については、導入意向率が半数に満たっていない状況である。こ

うした消費者層に対してブロードバンド及びインターネットのサービスやアプリケーショ

ンの利便性などを訴求し、喚起していくことが、全体のブロードバンド普及率向上につな

がると考えられる。 
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インターネットカフェや図書館等の自宅外の施設で使っている（N=140）

親戚や友人の自宅で使っている（N=79）

普段インターネットは使っていない（N=247）

インターネットは一度も使ったことがない（N=380）

1年以内に導入・利用したい 3年以内に導入・利用したい 5年以内に導入・利用したい

時期は未定だが、導入・利用したい 導入・利用したいと思わない わからない、判断できない

無回答

 

図表 ４-３１ インターネットの導入意向（対象：全員） 
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４.４ 参考研究事例 

 
４.４.１. 世界銀行の研究事例 

 
（１）概要 
 
世界銀行は 2009年 6月に、主にブロードバンドとモバイルが発展途上国においてどのよ
うな経済効果をもたらしているかを分析したレポート、” Information and 
Communications for Development 2009: Extending Reach and Increasing Impact”を発
刊した。 
世界銀行は、アフリカ地域の 30カ国において ICTへのアクセシビリティの向上を支援し

ている。e ガバメントや IT サービス産業の発展を促進するためのプロジェクトやプログラ
ムを立ち上げており、公共セクター・民間セクターを問わず、また ICT 基盤を構築するた
めの人材育成といった面においても支援している。（産業や個別企業へのコンサルティング

支援や、ルーラルエリアにおけるアクセスを確保するためのインキュベーション/PPP等の
制度の導入などを実施）。 
主なレポートのメッセージは以下のとおりである。 
① ブロードバンドインターネットや携帯電話サービスのアクセシビリティ・アフォー

ダビリティの確保は、経済・社会のあらゆるレベルでの発展を促進する。 
② 政府は、低所得層へのリーチも含めた、ブロードバンド網の整備の促進を民間セク

ターと共に取り組んでいくべきである。 
③ ITサービス産業は、雇用創出をもたらし、特に若年層において顕著である。 
④ 近代的で技術立脚な政府は、より効率的で、透明性が高く、制御が効く。 

 
ICT（特に高速接続）による経済効果は、個人・企業・政府・地域への効果の集合である。
これらの各主体が ICTを最大限に生かす手段を見つけるには時間を要するものの、ICT の
便益を最大化させるためには、 各主体が“補完的な資本”への投資（例．人材育成、組織
構造や制度などの改革）を行う必要がある。そして、慣習やスキルを変え、あらゆる経済

活動に技術を適用していく国民の柔軟性や意思によってその効果はさらに増幅される、と

言及している（著者のコメントに基づく）。 
 
（２）分析結果 
世界銀行は、ブロードバンドの整備による経済効果分析を実施した。具体的には、内生

的経済成長モデルを採用し、ブロードバンド普及による一人当たり GDPの平均成長率に対
する寄与度を、120カ国の時系列データ（1980年～2006年）を用いた実証分析より導出し
た。パラメータ及び分析結果は以下の２点である（図表 ４-３２及び図表 ４-３３）。 
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① 通信インフラの中で、ブロードバンドの普及が最も経済成長にインパクトを与えて

いる。具体的には、ブロードバンド普及率 10%の上昇に対して平均 1.3 ポイントの
GDP のプラス成長が見込まれる。②先進国よりも、発展途上国の方がより通信イン
フラの進展が経済成長に貢献する。 

 
通信サービスは、公共及び民間の両セクターにおいて、市場の機能改善、トランザクシ

ョン（中間）コストの削減、生産性の向上をもたらせ、そうした課題への対応が急務とな

っている発展途上国の方が、通信インフラの整備を通じて解決する余地が大きいというこ

とを示唆している。 
 
図表 ４-３２ 世界銀行による分析モデルのパラメータ（出所：世界銀行資料）
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図表 ４-３３ 各通信インフラの経済効果（出所：世界銀行資料） 
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４.４.２. 英 OFCOMの研究事例 

 
イギリスの通信・放送分野を所掌する規制機関 Ofcomの実施した分析結果について紹介

する。Ofcom資料「Accessing the internet at home」（2009年 6月公表）は、Ofcomが
同年に開始した諮問「Access and Inclusion - Digital Communications for all」における
基礎資料であり、デジタル社会に向けた方針を示した「Digital Britain」へのインプット
となる材料でもある。本資料は、主にインターネット非利用者を対象としたアンケート調

査に関する報告書であり、ユーザのデモグラフィクスや情報化に対する考え方、非利用理

由ついて分析し、解決策を提案している。注目すべき分析結果は、以下のとおりである。 
 イギリス国内のインターネット人口普及率は約 70%に達し、残り約 30%の非インタ
ーネット利用者の非利用理由とその構成比は以下のとおり。 
 （調査時点より）半年以内に加入予定：5% 
 インターネット利用の利用意義がわからない：9%（高齢者で多くが PC未経験者） 
 利用料金が高額のため支払えない：13%（ただし、利用意向は高い） 
 その他、または、分からない：3% 

 年代が高いほど、また可処分所得が低いほど、利用しない傾向が高い。 
 非利用者のうち、32%が自宅外でインターネットを年 1～2 回利用しており、14%は
過去に利用経験があるが、53%が一度もインターネットを利用したことがないと回答。
半年以内に利用予定のない非利用者のうち、多数は利用意向はある、または援助があ

れば利用する、残りについて仮に無料であったとしても加入しないと回答。 
 若年層程、料金施策が重要となっている（下図） 

 

 

 図表 ４-３４ 未利用者への解決策の例（出所：OFCOM資料） 

受入度が高い層 
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付録１ 情報通信産業におけるレイヤー別の市場規模推計の出典 
 
「１.１ 情報通信産業のレイヤー別市場分析」においては、情報通信産業における４つ
のレイヤー（コンテンツ・アプリケーション、プラットフォーム、通信、端末）について

平成 20（2008）年時点における市場規模を下表に示すデータを利用して推計した。 
 

情報通信産業におけるレイヤー別市場規模推計に利用したデータの一覧 

レイヤー レイヤー内の産業種別 データの出典 

受注ソフトウェア開発 

業務用パッケージ 

その他 ソフトウェア 

システムメンテナンス 

情報処理サービス 

情報提供サービス 

総務省「平成２０年情報通信産業連関表」（http://www.johotsu

sintokei.soumu.go.jp/link/link03.html）より総務省推計 

映画･ビデオ制作・配給業 

新聞 

出版 

ニュース供給 

総務省「平成２０年情報通信産業連関表」 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/link/link03.html 

ゲームソフト 

財団法人デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書２

００９」 

http://www.dcaj.org/dcwp/index.html（有料データ） 

インターネット広告 

電通「２００８年日本の広告費」 

http://www.dentsu.co.jp/marketing/adex/adex2009/_media.ht

ml 

Ｂ２C EC 

野村総合研究所「ＩＴ市場ナビゲーター２０１０年版」 

http://www.nri.co.jp/opinion/book/o_book68.html（有料デー

タ） 

モバイルコンテンツ 

モバイルコマース 

モバイル・コンテンツ・フォーラム ニュースリリース（２０

０９年７月１７日） 

http://www.mcf.to/press/images/MobileContent_market_scal

e2008.pdf 

コンテンツ・

アプリケーシ

ョンレイヤー 

ＳＮＳ／ブログ 総務省情報通信政策研究所「ブログ・ＳＮＳの経済効果の推計」

（平成２１年７月） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000030547.pdf 
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ＩＳＰ 

野村総合研究所「ＩＴ市場ナビゲーター２００９年版」よりト

レンド推計 

http://www.nri.co.jp/opinion/book/o_book55.html（有料デー

タ） 

オンライン決済 

電子マネー 

データセンター 

野村総合研究所「ＩＴ市場ナビゲーター２０１０年版」 

http://www.nri.co.jp/opinion/book/o_book68.html（有料デー

タ） 

ＡＳＰ 

ＡＳＰ･ＳａａＳインダストリ･コンソーシアム(ＡＳＰＩＣ) 

「ＡＳＰ・ＳａａＳ白書 ２００９／２０１０」（２００９年

８月２８日） 

http://www.aspicjapan.org/information/publish/index.html

（有料データ） 

ＥＣサイト運営サービス 

電子認証サービス 

コンテンツ配信プラットフォーム

富士キメラ総研「2010 ブロードバンドビジネス市場調査総覧」

https://www.fcr.co.jp/report/093q15.htm（有料データ） 

プラットフォ

ームレイヤー 

統合セキュリティサービス 

富士キメラ総研「2009 ネットワークセキュリティビジネス調

査総覧（上巻）」 

https://www.fcr.co.jp/report/092q12a.htm（有料データ） 

専用線等 

総務省「平成２１年度通信・放送産業基本調査」（http://www.

soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics01.html）にお

ける「固定通信事業者売上高（約５兆８千億円）」に、同調査

の電気通信事業の売上高の内訳における「専用線（４．０％）」

と「その他（５．９％）」を足した数値を掛け合わせて算出 

固定音声 

総務省「平成２１年度通信・放送産業基本調査」（http://www.

soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics01.html）にお

ける「固定通信事業者売上高（約５兆８千億円）」に、同調査

の電気通信事業の売上高の内訳における「音声伝送（５６．

７％）」を掛け合わせて算出 

移動音声 

総務省「平成２１年度通信・放送産業基本調査」（http://www.

soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics01.html）にお

ける「移動通信事業者売上高（約８兆６千億円）」に、本白書

第２部第４章第３節図表４－１－３－４の音声ＡＲＰＵ11のＡ

ＲＰＵ全体に占める割合（約５９．３％）を掛け合わせて算出

通信レイヤー 

固定データ通信 総務省「平成２１年度通信・放送産業基本調査」（http://www.

                                                   
11 Average Revenue Per Userの略。通信事業における１契約あたりの月間売上高を指す。 



 

 77

soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics01.html）にお

ける「固定通信事業者売上高（約５兆８千億円）」に、同調査

の電気通信事業の売上高の内訳における「データ伝送（３３．

４％）」を掛け合わせて算出 

移動データ通信 

総務省「平成２１年度通信・放送産業基本調査」（http://www.

soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/statistics01.html）にお

ける「移動通信事業者売上高（約８兆６千億円）」に、本白書

第２部第４章第３節図表４－１－３－４のデータＡＲＰＵの

ＡＲＰＵ全体に占める割合（約４０．７％）を掛け合わせて算

出 

放送市場 
総務省「平成２０年情報通信産業連関表」 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/link/link03.html 

通信ケーブル 

電話機、交換機等 

携帯電話機、無線通信装置等

ラジオ、テレビ、液晶テレビ、ビ

デオ機器 

総務省「平成２０年情報通信産業連関表」 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/link/link03.html 

家庭用電気機器 

社団法人日本電機工業会（ＪＥＭＡ）「家庭用電気機器出荷推

移表」 

http://www.jema-net.or.jp/Japanese/data/2009/09.03/0903ka-

02.xls 

ＰＣ、光ディスク装置等ＰＣ関連

機器 

ステレオ、オーディオ等 

総務省「平成２０年情報通信産業連関表」 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/link/link03.html 

液晶デバイス 

電子部品 

半導体 

社団法人 電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ）「電子工業生産

実績表」 

http://www.jeita.or.jp/japanese/stat/electronic/2008/product/

pro_12.pdf 

電池 
社団法人電池工業会「電池の総生産」 

http://www.baj.or.jp/statistics/01.html#2008 

磁気テープ・磁気ディスク 

プリンタ、事務用機械等 

端末レイヤー 

オーディオディスク・テープ等 

総務省「平成２０年情報通信産業連関表」 

http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/link/link03.html 
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付録２ 都道府県別比較における地域別情報化指標の出典 
 
「１.２ 情報化進展状況の都道府県別比較」において、採用した地域別情報化指標は、
下表に示すデータを利用した。 

 
１．インターネット 
(1)インターネット人口普及率 

○説明  

・各都道府県人口に占めるインターネット利用者の割合（インターネット利用者を調査回答者数で

除した数値）。 

○出典 

・NetRatings 社提供。全国を対象とした RDD による電話調査（平成 22 年 1 月～3 月）の結果に基

づく。 

・インターネット利用者の定義：以下の条件を満たす個人（２歳以上） 

  （１）家庭 PC を利用して１ヶ月以内にインターネットにアクセス 

  （２）インターネットに接続できる携帯電話を所有していて、ウェブアクセス、メール（ショートメー

ルを除く）に利用 

  （３）PC、携帯以外のデバイスでインターネットアクセスした人 

 

（２）ブロードバンド契約数世帯比（FTTH,DSL,CATV,FWA） 

○説明 

・各都道府県のブロードバンド（FTTH,ADSL,CATV,FWA）契約者数の合計値を、住民基本台帳

（平成 21 年 3 月 31 日）に基づく都道府県別世帯数で除した数値。 

○出典 

・都道府県別契約者数は、総務省情報通信統計より採用。（ブロードバンドサービス等の契約数の

推移【平成 21 年 12 月末現在】）  

（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt010103.xls） 

 

(3) FTTH 契約数世帯比 

○説明 

・都道府県別FTTH（光ファイバー）契約者数の合計値（平成 21年 12月末）を、住民基本台帳（平

成 21 年 3 月 31 日）に基づく都道府県別世帯数で除した数値。  

○出典 

・都道府県別契約者数は、総務省情報通信統計より採用。（ブロードバンドサービス等の契約数の

推移【平成 21 年 12 月末現在】）  

（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt010103.xls） 
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(4) DSL 契約数世帯比 

○説明 

・都道府県別DSL契約者数の合計値を、住民基本台帳（平成21年 3月 31日）に基づく都道府県

別世帯数で除した数値。 

○出典 

・都道府県別契約者数は、総務省情報通信統計より採用。（ブロードバンドサービス等の契約数の

推移【平成 21 年 12 月末現在】）  

（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt010103.xls） 

 

 

２．携帯電話 
(5) 携帯電話人口普及率 

○説明 

・都道府県別携帯電話・PHS 契約数を住民基本台帳（平成 20 年 3 月 31 日）に基づく都道府県人

口で除した数値。 

○出典 

・都道府県別契約数は、TCAテレコムデータブック 2009（平成 21年 12月 25日発行）より採用（デ

ータは、平成 19 年度末現在）。 （http://www.tca.or.jp/databook/pdf/2009chapter_2j.pdf） 

 

(6) 携帯インターネット人口普及率 

○説明 

・各都道府県人口に占める携帯電話インターネット利用者の割合（携帯電話インターネット利用者

を調査回答者数で除した数値）。 

○出典 

・NetRatings 社提供。全国を対象とした RDD による電話調査（平成 22 年 1 月～3 月の調査結果）

に基づく。 

・携帯電話からのインターネット利用の定義：インターネットに接続できる携帯電話から、インターネ

ット、メール又はウェブアクセス利用目的での利用（ショートメールは除く）。 

 

３．放送 
(7) 地上デジタルテレビ放送対応受信機の世帯普及率 

○説明 

・各都道府県世帯数に占める地上デジタルテレビ放送対応受信機の利用世帯の割合。 

○出典 

・総務省資料「地上デジタルテレビ放送に関する浸透度調査の結果」の「地上デジタルテレビ放送
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対応受信機の世帯普及率－都道府県別の状況－」（平成 21 年 3 月時点）より採用。 

（http://www.soumu.go.jp/main_content/000020447.pdf） 

 

(8) BS 放送(NHKBS）契約数世帯比 

○説明 

・都道府県別NHK BS放送受信契約数を住民基本台帳（平成21年 3月 31日）に基づく都道府県

別世帯数で除した数値。 

○出典 

・都道府県別契約数は、総務省情報通信統計より採用（NHK の都道府県別放送受信契約数【平

成 20 年度末】）。 

（http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/field/data/gt030102.xls） 

 

(9) ＣＡＴＶ契約数世帯比 

○説明 

・都道府県別自主放送を行う許可施設の加入世帯を、住民基本台帳（平成 20 年 3 月 31 日）に基

づく都道府県別世帯数で除した数値。 

○出典 

・都道府県別自主放送を行う許可施設の加入世帯は、総務省資料「ケーブルテレビの現状」の「ケ

ーブルテレビの普及状況（都道府県別）平成 20 年度末」より採用。 

 

４．企業 
(10) 情報通信業の有業者の割合 

○説明 

・都道府県別情報通信業有業者数（平成 19 年）を事業所・企業統計調査（平成 18 年）に基づく全

有業者数で除した数値。 

○出典 

・情報通信業有業者数は、総務省統計局「平成 19 年就業構造基本調査」より採用。 

（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001013820&cycode=0 （表 8-1）） 

 

(11) ソフト系 IT 産業 3 業種事業所数 

○説明 

・ソフト系IT企業の3業種（「ソフトウェア業」、「情報処理サービス」、「インターネット関連サービス」）

の事業所数合計。 

○出典 

・国土交通省「ソフト系ＩＴ産業の実態調査（平成 19 年 9 月調査）」より採用。 

（http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/02/020326/01.pdf） 
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・ソフト系IT企業は、NTTタウンページのデータ中から、「ソフトウェア業」「情報処理サービス」「イン

ターネット関連サービス」の 3 業種いずれかに登録している事業所。 

 

(12) ソフト系 IT 産業 3 業種新規立地率 

○説明 

・ソフト系IT企業の3業種（「ソフトウェア業」、「情報処理サービス」、「インターネット関連サービス」）

の新規立地事業所数を事業所数で除した数値。 

［（2007 年 3 月～9 月期の新規立地事業所数）÷2007 年 3 月期事業所数］×2×100（%） 

○出典 

・「(11) ソフト系 IT 産業 3業種事業所数」と同様。 

 

 (13) ソフト系 IT 産業 3 業種 2007 年 9 月廃業率 

○説明 

・ソフト系IT企業の3業種（「ソフトウェア業」、「情報処理サービス」、「インターネット関連サービス」）

の廃業事業所数を事業所数で除した数値。 

［（2007 年 3 月～9 月期の廃業事業所数）÷2006 年 9 月期事業所数］×2×100（%） 

○出典 

・「(11) ソフト系 IT 産業 3業種事業所数」と同様。 

 

５．教育 
(14) 教育用 PC1台あたりの児童生徒数（人/台） 
○説明 
・児童生徒数（平成 20年 5月 1日現在）を教育用コンピュータ総台数で除した数値。 
○出典 
・文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」（平成 21 年 3 月末）の
「都道府県別「コンピュータの設置状況」及び「インターネット接続状況」の実態」より

採用。 
（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001059522） 

 
(15) 学校のインターネット接続率（光ファイバ回線） 
○説明 
・光ファイバ回線によるインターネット接続環境がある学校に割合 
○出典 
・文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」（平成 21 年 3 月末）の
「都道府県別「コンピュータの設置状況」及び「インターネット接続状況」の実態」より

採用。 
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・光ファイバー接続には、民間通信会社による光ファイバー接続サービス及び行政、一般

企業向けの光ファイバー専用回線を用いた光ファイバー接続サービスを含む。 
 
(16) 学校のインターネット接続率（30Mbps以上回線） 
○説明 
・速度が 30Mbps以上の回線によるインターネット接続環境がある学校の割合。 
○出典 
・文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」（平成 21 年 3 月末）の
「都道府県別「コンピュータの設置状況」及び「インターネット接続状況」の実態」より

採用。 
 
(17) 普通教室の LAN整備率 
○説明 
・全普通教室数のうち、ＬＡＮに接続している教室数の割合。 
○出典 
・文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果」（平成 21 年 3 月末）の
「都道府県別「コンピュータの設置状況」及び「インターネット接続状況」の実態」より

採用。 
 
(18) PCで指導できる教員の割合（A～E） 
○説明 
・ＩＣＴ活用指導力に関する各評価項目について「わりにできる」若しくは「ややできる」

と回答した教員の割合 
○出典 
・文部科学省「学校における情報教育の実態等に関する調査結果（平成 21 年 3 月末）」の
都道府県別「教員のＩＣＴ活用指導力」の状況より採用。 
（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001059522） 
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付録３ 都道府県別比較における地域別情報化指標（計算値） 
 

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17)

A：教材研究・
指導の準備・
評価などに
ICTを活用す
る能力

B：授業中に
ICTを活用して
指導する能力

C：児童生徒
のICT活用を
指導する能力

D：情報モラル
などを指導す
る能力

E：校務にICT
を活用する能

力

北海道 01 54.7% 44.6% 25.0% 16.5% 75.6% 48.0% 55.1% 20.3% 16.4% 2.4% 1,312 21.9% 31.9% 6.1 47.2% 39.1% 61.1% 73.9% 59.0% 62.7% 69.8% 72.1%
青森県 02 51.6% 38.7% 16.2% 19.9% 62.9% 45.8% 49.4% 29.7% 12.1% 1.4% 224 22.7% 19.1% 7.1 45.8% 38.9% 37.4% 69.0% 50.2% 54.1% 60.6% 64.1%
岩手県 03 45.8% 43.8% 21.4% 20.4% 62.9% 38.1% 47.4% 38.6% 15.2% 1.7% 225 20.0% 24.3% 5.3 37.3% 44.7% 52.1% 79.3% 65.7% 66.7% 72.9% 74.9%
宮城県 04 56.9% 56.4% 30.6% 21.8% 86.2% 49.5% 59.1% 34.6% 21.1% 2.7% 630 26.8% 32.9% 7.5 49.3% 50.1% 71.9% 72.1% 55.2% 58.8% 66.8% 67.5%
秋田県 05 55.6% 45.1% 19.4% 20.3% 63.5% 50.9% 53.3% 43.8% 12.1% 1.6% 200 32.6% 22.1% 5.2 62.7% 57.6% 83.8% 74.9% 58.6% 61.2% 67.8% 70.4%
山形県 06 65.2% 53.5% 26.6% 23.2% 66.6% 59.6% 61.5% 39.3% 15.3% 1.2% 218 14.7% 14.7% 6.6 49.7% 68.7% 49.8% 68.8% 50.0% 52.6% 59.4% 64.6%
福島県 07 45.9% 45.9% 25.7% 20.1% 66.4% 37.2% 55.6% 31.8% 0.9% 1.5% 324 21.4% 28.6% 6.3 82.6% 73.6% 72.1% 72.7% 54.4% 58.2% 68.1% 66.1%
茨城県 08 59.3% 55.0% 25.9% 24.5% 74.7% 51.9% 63.8% 26.7% 20.2% 2.2% 588 21.8% 24.5% 6.4 68.6% 53.0% 78.3% 84.1% 74.4% 76.0% 80.9% 79.3%
栃木県 09 60.4% 56.7% 28.8% 21.4% 74.6% 53.5% 59.6% 28.7% 19.2% 1.5% 332 18.3% 21.9% 7.1 64.7% 42.9% 77.5% 74.2% 57.3% 61.1% 70.8% 69.1%
群馬県 10 53.5% 57.2% 31.1% 22.4% 74.9% 47.4% 58.9% 25.4% 9.0% 1.9% 448 21.6% 24.2% 6.0 67.2% 58.5% 82.5% 71.2% 50.1% 55.7% 62.8% 66.3%
埼玉県 11 65.9% 64.8% 34.3% 20.6% 80.0% 58.7% 63.1% 23.9% 56.5% 4.5% 897 29.9% 46.4% 8.8 72.2% 55.9% 47.7% 74.6% 59.4% 61.2% 70.6% 67.4%
千葉県 12 63.1% 65.1% 35.8% 20.5% 79.6% 54.3% 61.6% 24.7% 52.9% 5.2% 801 25.7% 36.6% 7.7 69.9% 50.4% 69.6% 69.7% 51.3% 55.4% 64.5% 61.1%
東京都 13 71.9% 76.5% 45.9% 20.3% 133.9% 61.3% 63.8% 22.4% 66.1% 8.2% 10,903 18.4% 21.0% 8.8 52.2% 68.0% 39.8% 70.7% 55.0% 56.6% 67.3% 65.6%
神奈川県 14 69.1% 70.9% 38.9% 21.1% 85.3% 60.0% 62.0% 27.9% 57.3% 6.0% 2,103 22.6% 32.8% 9.7 83.2% 73.9% 63.5% 69.2% 52.0% 53.5% 64.9% 64.2%
新潟県 15 51.6% 55.0% 27.6% 23.9% 67.3% 52.0% 58.0% 38.3% 16.2% 1.9% 534 19.2% 14.2% 6.7 56.3% 59.8% 80.0% 76.8% 59.7% 63.5% 68.6% 71.2%
富山県 16 59.8% 62.1% 21.2% 17.5% 72.7% 41.5% 62.8% 45.9% 59.8% 2.1% 292 24.5% 20.3% 5.5 63.7% 80.8% 87.6% 72.4% 55.5% 54.5% 60.5% 70.0%
石川県 17 59.8% 58.1% 29.5% 20.3% 81.6% 37.5% 63.4% 33.1% 41.2% 2.8% 386 22.7% 28.2% 6.6 65.3% 54.3% 76.3% 70.1% 53.0% 56.8% 60.7% 64.2%
福井県 18 52.1% 64.3% 25.1% 16.3% 72.8% 45.9% 68.6% 48.0% 66.6% 1.8% 233 22.6% 20.0% 6.1 56.6% 59.9% 81.7% 72.0% 54.8% 55.9% 62.3% 69.7%
山梨県 19 43.8% 56.5% 29.6% 20.2% 75.3% 43.7% 54.4% 31.5% 86.0% 2.1% 181 13.8% 21.3% 5.0 70.5% 72.5% 70.2% 76.0% 59.3% 62.0% 69.2% 73.3%
長野県 20 54.1% 58.8% 27.5% 19.7% 72.6% 48.0% 61.5% 39.6% 56.3% 2.3% 644 24.3% 21.1% 7.0 51.0% 67.7% 89.8% 73.5% 56.2% 58.3% 63.4% 70.7%
岐阜県 21 65.6% 59.8% 27.3% 19.7% 77.5% 53.3% 65.5% 34.1% 31.5% 1.7% 385 30.3% 38.8% 5.4 87.9% 80.9% 90.9% 73.3% 53.9% 57.0% 66.6% 69.5%
静岡県 22 53.8% 64.1% 33.3% 27.8% 76.4% 45.2% 57.1% 34.7% 27.3% 1.7% 954 20.4% 24.1% 7.2 53.1% 62.2% 66.9% 69.3% 50.8% 51.5% 62.3% 63.0%
愛知県 23 61.6% 66.8% 36.2% 18.6% 91.0% 50.9% 65.5% 26.4% 50.6% 2.4% 1,995 25.2% 45.6% 8.9 58.8% 74.7% 67.4% 68.9% 50.9% 52.5% 60.1% 61.7%
三重県 24 58.4% 59.8% 20.2% 13.8% 77.0% 50.3% 67.3% 24.8% 69.4% 1.8% 278 36.7% 44.3% 6.6 43.6% 83.2% 50.1% 83.2% 68.2% 69.1% 80.1% 77.5%
滋賀県 25 59.6% 67.1% 46.9% 16.0% 78.0% 51.3% 67.0% 27.8% 25.8% 1.5% 186 15.4% 11.0% 7.8 54.8% 60.9% 47.3% 69.2% 51.2% 53.1% 60.4% 63.9%
京都府 26 68.1% 64.4% 41.9% 20.7% 85.0% 58.8% 54.8% 23.5% 21.7% 2.5% 513 17.9% 22.5% 6.2 94.6% 95.5% 68.3% 79.5% 68.1% 68.3% 75.1% 77.3%
大阪府 27 63.3% 67.7% 39.4% 16.7% 97.2% 53.5% 64.8% 19.0% 76.8% 3.4% 3,424 18.9% 25.6% 9.1 81.0% 45.7% 40.5% 66.5% 50.2% 51.0% 61.3% 59.4%
兵庫県 28 67.3% 59.3% 33.1% 16.5% 79.1% 57.0% 60.7% 22.0% 58.0% 2.8% 874 25.3% 33.0% 7.5 83.2% 83.4% 76.4% 70.2% 56.2% 56.7% 65.0% 64.1%
奈良県 29 73.0% 62.1% 37.2% 18.7% 77.1% 56.9% 59.1% 24.7% 18.3% 3.0% 136 17.8% 31.5% 8.9 70.9% 81.9% 42.5% 70.6% 52.6% 54.2% 63.1% 61.9%
和歌山県 30 68.3% 50.0% 31.2% 12.0% 71.3% 61.1% 57.2% 23.6% 26.6% 1.4% 150 24.5% 31.0% 6.4 61.8% 74.2% 45.6% 67.8% 52.1% 54.2% 65.4% 60.0%
鳥取県 31 59.4% 50.8% 21.7% 16.9% 69.4% 56.3% 56.1% 43.3% 56.5% 1.7% 95 31.1% 20.0% 4.8 45.7% 57.6% 71.0% 76.3% 62.3% 60.0% 65.3% 70.7%
島根県 32 56.0% 47.6% 18.7% 19.3% 68.0% 44.0% 64.8% 47.8% 42.4% 1.4% 121 18.0% 19.7% 6.1 51.7% 46.3% 74.4% 68.4% 50.5% 55.5% 59.6% 66.4%
岡山県 33 67.1% 54.4% 26.8% 19.2% 75.2% 53.6% 58.6% 27.0% 32.4% 1.9% 489 29.0% 31.9% 6.4 80.7% 57.5% 81.9% 69.4% 54.8% 53.5% 62.3% 63.6%
広島県 34 63.6% 53.9% 31.7% 19.4% 86.7% 54.5% 61.3% 30.2% 27.3% 2.4% 786 24.9% 28.9% 7.0 75.0% 69.5% 65.8% 72.4% 54.8% 57.0% 65.4% 66.5%
山口県 35 62.9% 48.0% 18.6% 16.5% 71.1% 56.9% 58.6% 34.6% 53.3% 1.3% 272 22.3% 26.6% 6.0 58.8% 58.0% 60.9% 75.6% 59.4% 61.0% 67.9% 69.3%
徳島県 36 52.9% 50.3% 28.6% 17.6% 72.0% 42.6% 57.7% 28.7% 62.2% 1.5% 149 21.1% 25.0% 5.1 59.8% 55.6% 82.8% 75.9% 62.2% 63.6% 72.5% 71.0%
香川県 37 49.4% 52.1% 23.5% 23.9% 85.8% 46.9% 61.3% 26.4% 29.3% 2.0% 262 21.1% 24.1% 6.3 71.7% 64.8% 82.1% 77.8% 61.1% 61.7% 69.4% 72.4%
愛媛県 38 57.3% 45.1% 20.2% 18.3% 70.7% 54.3% 60.3% 26.6% 26.7% 2.0% 312 32.9% 35.4% 5.6 80.0% 59.5% 66.5% 85.8% 76.8% 78.1% 83.4% 81.5%
高知県 39 45.8% 37.0% 18.6% 16.6% 68.8% 36.1% 58.5% 31.0% 20.7% 1.5% 143 20.7% 23.4% 5.4 70.1% 1.7% 55.3% 69.7% 52.4% 55.1% 61.2% 62.4%
福岡県 40 57.6% 54.9% 31.8% 16.9% 85.4% 49.9% 62.1% 24.5% 41.9% 3.0% 1,697 31.9% 30.0% 8.3 67.2% 63.1% 63.1% 72.8% 58.5% 60.6% 68.1% 66.7%
佐賀県 41 40.0% 42.9% 15.8% 17.4% 69.9% 30.5% 61.7% 24.6% 44.2% 1.5% 130 16.1% 26.3% 7.5 35.0% 57.4% 78.6% 76.4% 56.1% 59.3% 70.0% 71.6%
長崎県 42 52.2% 41.6% 16.0% 16.8% 68.6% 51.3% 48.5% 23.5% 32.1% 1.7% 228 27.8% 23.3% 4.8 33.3% 53.9% 88.0% 73.8% 55.7% 58.5% 65.0% 66.8%
熊本県 43 47.3% 43.7% 23.4% 15.8% 69.5% 38.6% 61.3% 25.1% 17.6% 1.7% 381 32.7% 25.1% 6.7 69.8% 48.0% 81.5% 73.5% 57.8% 59.2% 66.8% 63.4%
大分県 44 49.0% 46.7% 20.9% 12.9% 69.3% 39.4% 66.2% 26.3% 53.2% 2.0% 210 22.0% 21.1% 6.2 66.4% 71.2% 49.8% 72.4% 56.1% 58.7% 67.9% 64.5%
宮崎県 45 48.7% 40.2% 17.7% 12.1% 67.3% 42.9% 56.0% 28.7% 37.4% 1.6% 204 25.5% 25.5% 6.8 40.6% 59.2% 47.2% 70.8% 52.1% 54.7% 64.0% 64.4%
鹿児島県 46 49.7% 34.6% 18.8% 15.0% 66.8% 44.0% 53.7% 22.9% 6.3% 1.7% 271 26.3% 17.0% 5.8 47.3% 52.0% 61.2% 73.1% 57.2% 60.7% 69.2% 65.4%
沖縄県 47 55.7% 43.0% 22.9% 15.1% 71.3% 48.1% 37.1% 12.3% 19.1% 2.9% 313 25.6% 30.0% 6.6 61.4% 63.2% 78.2% 83.4% 70.2% 71.1% 76.3% 76.3%

都道府県
JISコード
(JIS X0401) 携帯電話・

PHS契約数人
口普及率

インターネット
人口普及率

ブロードバンド
契約数世帯比
（FTTH,DSL,C
ATV,FWA）

１．インターネット ２．携帯電話・PHS

携帯インター
ネット人口普
及率

地上デジタル
テレビ放送対
応受信機の世
帯普及率

BS放送
(NHKBS）契約
数世帯比

FTTH契約数
世帯比

DSL契約数世
帯比

ＣＡＴＶ契約数
世帯比

情報通信業の
有業者の割合

ソフト系IT産業
3業種2007年9
月事業所数

ソフト系IT産業
3業種2007年9
月新規立地率

３．放送 ４．企業

(18)

ソフト系IT産業
3業種2007年9
月廃業率

５．教育

PCで指導できる教員の割合
教育用PC1台
あたりの児童
生徒数（人/
台）

学校のイン
ターネット接続
率（光ファイバ
回線）

学校のイン
ターネット接続
率（30Mbps以
上回線）

普通教室の
LAN整備率
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付録４ 都道府県別比較における地域別情報化指標（元データ） 
 

A：教材研
究・指導の準
備・評価など
にICTを活用
する能力

B：授業中に
ICTを活用し
て指導する
能力

C：児童生徒
のICT活用を
指導する能
力

D：情報モラ
ルなどを指
導する能力

E：校務にICT
を活用する
能力

北海道 1 54.7% 1,175,459 658,254 434,313 4,105,567 104,598 48.0% 55.1% 534,914 16.4% 66,000 1,312 21.9% 31.9% 6.1 47.2% 39.1% 61.1% 73.9% 59.0% 62.7% 69.8% 72.1%
青森県 2 51.6% 219,774 92,078 113,102 881,007 19,311 45.8% 49.4% 168,436 12.1% 9,700 224 22.7% 19.1% 7.1 45.8% 38.9% 37.4% 69.0% 50.2% 54.1% 60.6% 64.1%
岩手県 3 45.8% 219,506 107,171 102,025 839,752 20,424 38.1% 47.4% 193,235 15.2% 11,600 225 20.0% 24.3% 5.3 37.3% 44.7% 52.1% 79.3% 65.7% 66.7% 72.9% 74.9%
宮城県 4 56.9% 507,298 274,989 195,722 1,915,446 96,997 49.5% 59.1% 311,393 21.1% 32,400 630 26.8% 32.9% 7.5 49.3% 50.1% 71.9% 72.1% 55.2% 58.8% 66.8% 67.5%
秋田県 5 55.6% 188,599 81,245 85,047 700,040 18,225 50.9% 53.3% 183,247 12.1% 9,000 200 32.6% 22.1% 5.2 62.7% 57.6% 83.8% 74.9% 58.6% 61.2% 67.8% 70.4%
山形県 6 65.2% 211,857 105,336 91,866 767,637 28,070 59.6% 61.5% 155,684 15.3% 7,400 218 14.7% 14.7% 6.6 49.7% 68.7% 49.8% 68.8% 50.0% 52.6% 59.4% 64.6%
福島県 7 45.9% 342,581 191,836 149,826 1,341,605 36,035 37.2% 55.6% 236,955 0.9% 15,900 324 21.4% 28.6% 6.3 82.6% 73.6% 72.1% 72.7% 54.4% 58.2% 68.1% 66.1%
茨城県 8 59.3% 608,672 287,291 270,782 2,178,490 48,063 51.9% 63.8% 295,296 20.2% 34,300 588 21.8% 24.5% 6.4 68.6% 53.0% 78.3% 84.1% 74.4% 76.0% 80.9% 79.3%
栃木県 9 60.4% 423,642 215,509 159,783 1,465,405 31,960 53.5% 59.6% 214,697 19.2% 15,600 332 18.3% 21.9% 7.1 64.7% 42.9% 77.5% 74.2% 57.3% 61.1% 70.8% 69.1%
群馬県 10 53.5% 434,735 236,309 170,542 1,475,638 30,525 47.4% 58.9% 192,948 9.0% 19,400 448 21.6% 24.2% 6.0 67.2% 58.5% 82.5% 71.2% 50.1% 55.7% 62.8% 66.3%
埼玉県 11 65.9% 1,861,347 984,451 592,352 5,430,831 222,040 58.7% 63.1% 685,240 56.5% 168,500 897 29.9% 46.4% 8.8 72.2% 55.9% 47.7% 74.6% 59.4% 61.2% 70.6% 67.4%
千葉県 12 63.1% 1,654,362 908,694 520,802 4,684,599 164,073 54.3% 61.6% 627,282 52.9% 163,800 801 25.7% 36.6% 7.7 69.9% 50.4% 69.6% 69.7% 51.3% 55.4% 64.5% 61.1%
東京都 13 71.9% 4,773,012 2,863,417 1,267,123 15,006,645 1,683,039 61.3% 63.8% 1,398,108 66.1% 588,800 10,903 18.4% 21.0% 8.8 52.2% 68.0% 39.8% 70.7% 55.0% 56.6% 67.3% 65.6%
神奈川県 14 69.1% 2,755,539 1,512,652 819,842 7,101,083 407,452 60.0% 62.0% 1,085,515 57.3% 282,900 2,103 22.6% 32.8% 9.7 83.2% 73.9% 63.5% 69.2% 52.0% 53.5% 64.9% 64.2%
新潟県 15 59.8% 464,299 232,500 201,759 1,589,152 34,919 52.0% 58.0% 323,470 16.2% 23,600 534 19.2% 14.2% 6.7 56.3% 59.8% 80.0% 76.8% 59.7% 63.5% 68.6% 71.2%
富山県 16 52.1% 239,472 81,661 67,476 787,736 16,856 41.5% 62.8% 176,816 59.8% 12,500 292 24.5% 20.3% 5.5 63.7% 80.8% 87.6% 72.4% 55.5% 54.5% 60.5% 70.0%
石川県 17 43.8% 256,008 129,754 89,530 928,925 23,579 37.5% 63.4% 145,722 41.2% 17,400 386 22.7% 28.2% 6.6 65.3% 54.3% 76.3% 70.1% 53.0% 56.8% 60.7% 64.2%
福井県 18 54.1% 173,894 67,792 44,027 582,372 11,030 45.9% 68.6% 129,761 66.6% 7,900 233 22.6% 20.0% 6.1 56.6% 59.9% 81.7% 72.0% 54.8% 55.9% 62.3% 69.7%
山梨県 19 51.6% 188,396 98,655 67,184 641,581 14,594 43.7% 54.4% 104,813 86.0% 9,600 181 13.8% 21.3% 5.0 70.5% 72.5% 70.2% 76.0% 59.3% 62.0% 69.2% 73.3%
長野県 20 59.8% 476,017 222,566 159,211 1,540,760 38,792 48.0% 61.5% 320,667 56.3% 26,700 644 24.3% 21.1% 7.0 51.0% 67.7% 89.8% 73.5% 56.2% 58.3% 63.4% 70.7%
岐阜県 21 65.6% 441,952 201,731 145,490 1,591,663 31,843 53.3% 65.5% 251,681 31.5% 18,500 385 30.3% 38.8% 5.4 87.9% 80.9% 90.9% 73.3% 53.9% 57.0% 66.6% 69.5%
静岡県 22 53.8% 915,266 475,537 396,720 2,817,978 66,224 45.2% 57.1% 495,112 27.3% 35,500 954 20.4% 24.1% 7.2 53.1% 62.2% 66.9% 69.3% 50.8% 51.5% 62.3% 63.0%
愛知県 23 61.6% 1,912,989 1,035,356 531,749 6,281,352 254,406 50.9% 65.5% 756,877 50.6% 96,000 1,995 25.2% 45.6% 8.9 58.8% 74.7% 67.4% 68.9% 50.9% 52.5% 60.1% 61.7%
三重県 24 58.4% 429,605 145,165 99,503 1,405,329 24,685 50.3% 67.3% 178,043 69.4% 17,400 278 36.7% 44.3% 6.6 43.6% 83.2% 50.1% 83.2% 68.2% 69.1% 80.1% 77.5%
滋賀県 25 59.6% 337,934 235,990 80,683 1,045,009 29,206 51.3% 67.0% 140,201 25.8% 10,900 186 15.4% 11.0% 7.8 54.8% 60.9% 47.3% 69.2% 51.2% 53.1% 60.4% 63.9%
京都府 26 68.1% 712,772 463,391 229,241 2,080,570 94,707 58.8% 54.8% 260,620 21.7% 32,900 513 17.9% 22.5% 6.2 94.6% 95.5% 68.3% 79.5% 68.1% 68.3% 75.1% 77.3%
大阪府 27 63.3% 2,615,927 1,523,081 645,120 8,018,552 405,452 53.5% 64.8% 734,317 76.8% 148,000 3,424 18.9% 25.6% 9.1 81.0% 45.7% 40.5% 66.5% 50.2% 51.0% 61.3% 59.4%
兵庫県 28 67.3% 1,377,358 768,655 384,006 4,256,151 160,658 57.0% 60.7% 511,409 58.0% 75,800 874 25.3% 33.0% 7.5 83.2% 83.4% 76.4% 70.2% 56.2% 56.7% 65.0% 64.1%
奈良県 29 73.0% 341,830 204,666 102,994 1,068,582 25,986 56.9% 59.1% 135,957 18.3% 20,000 136 17.8% 31.5% 8.9 70.9% 81.9% 42.5% 70.6% 52.6% 54.2% 63.1% 61.9%
和歌山県 30 68.3% 213,134 132,881 50,908 733,894 12,085 61.1% 57.2% 100,538 26.6% 6,900 150 24.5% 31.0% 6.4 61.8% 74.2% 45.6% 67.8% 52.1% 54.2% 65.4% 60.0%
鳥取県 31 59.4% 114,278 48,880 38,143 410,131 7,890 56.3% 56.1% 97,531 56.5% 5,300 95 31.1% 20.0% 4.8 45.7% 57.6% 71.0% 76.3% 62.3% 60.0% 65.3% 70.7%
島根県 32 56.0% 130,916 51,278 53,104 490,717 7,472 44.0% 64.8% 131,441 42.4% 5,300 121 18.0% 19.7% 6.1 51.7% 46.3% 74.4% 68.4% 50.5% 55.5% 59.6% 66.4%
岡山県 33 67.1% 420,945 207,888 148,669 1,424,364 40,504 53.6% 58.6% 208,794 32.4% 18,300 489 29.0% 31.9% 6.4 80.7% 57.5% 81.9% 69.4% 54.8% 53.5% 62.3% 63.6%
広島県 34 63.6% 656,543 385,694 236,484 2,411,272 72,396 54.5% 61.3% 368,255 27.3% 35,400 786 24.9% 28.9% 7.0 75.0% 69.5% 65.8% 72.4% 54.8% 57.0% 65.4% 66.5%
山口県 35 62.9% 307,420 119,291 105,412 1,027,249 24,582 56.9% 58.6% 221,762 53.3% 9,700 272 22.3% 26.6% 6.0 58.8% 58.0% 60.9% 75.6% 59.4% 61.0% 67.9% 69.3%
徳島県 36 52.9% 159,918 90,799 55,859 569,281 10,766 42.6% 57.7% 91,191 62.2% 5,900 149 21.1% 25.0% 5.1 59.8% 55.6% 82.8% 75.9% 62.2% 63.6% 72.5% 71.0%
香川県 37 49.4% 212,643 95,896 97,454 853,622 20,841 46.9% 61.3% 107,613 29.3% 9,900 262 21.1% 24.1% 6.3 71.7% 64.8% 82.1% 77.8% 61.1% 61.7% 69.4% 72.4%
愛媛県 38 57.3% 282,584 126,766 114,384 1,008,951 31,864 54.3% 60.3% 166,992 26.7% 14,000 312 32.9% 35.4% 5.6 80.0% 59.5% 66.5% 85.8% 76.8% 78.1% 83.4% 81.5%
高知県 39 45.8% 128,690 64,666 57,856 530,789 8,247 36.1% 58.5% 107,863 20.7% 5,900 143 20.7% 23.4% 5.4 70.1% 1.7% 55.3% 69.7% 52.4% 55.1% 61.2% 62.4%
福岡県 40 57.6% 1,178,566 683,466 362,132 4,193,163 105,007 49.9% 62.1% 526,507 41.9% 73,800 1,697 31.9% 30.0% 8.3 67.2% 63.1% 63.1% 72.8% 58.5% 60.6% 68.1% 66.7%
佐賀県 41 40.0% 132,100 48,572 53,661 597,123 7,212 30.5% 61.7% 75,607 44.2% 6,500 130 16.1% 26.3% 7.5 35.0% 57.4% 78.6% 76.4% 56.1% 59.3% 70.0% 71.6%
長崎県 42 52.2% 252,820 97,335 102,052 994,256 13,044 51.3% 48.5% 142,455 32.1% 11,800 228 27.8% 23.3% 4.8 33.3% 53.9% 88.0% 73.8% 55.7% 58.5% 65.0% 66.8%
熊本県 43 47.3% 316,319 169,734 114,844 1,262,713 18,792 38.6% 61.3% 181,593 17.6% 15,500 381 32.7% 25.1% 6.7 69.8% 48.0% 81.5% 73.5% 57.8% 59.2% 66.8% 63.4%
大分県 44 49.0% 235,501 105,658 65,045 830,266 12,540 39.4% 66.2% 132,627 53.2% 11,800 210 22.0% 21.1% 6.2 66.4% 71.2% 49.8% 72.4% 56.1% 58.7% 67.9% 64.5%
宮崎県 45 48.7% 199,598 88,049 59,988 772,675 8,816 42.9% 56.0% 142,486 37.4% 8,900 204 25.5% 25.5% 6.8 40.6% 59.2% 47.2% 70.8% 52.1% 54.7% 64.0% 64.4%
鹿児島県 46 49.7% 270,535 147,175 117,478 1,139,075 22,281 44.0% 53.7% 179,482 6.3% 14,200 271 26.3% 17.0% 5.8 47.3% 52.0% 61.2% 73.1% 57.2% 60.7% 69.2% 65.4%
沖縄県 47 55.7% 236,472 125,936 83,198 945,569 46,319 48.1% 37.1% 67,653 19.1% 18,400 313 25.6% 30.0% 6.6 61.4% 63.2% 78.2% 83.4% 70.2% 71.1% 76.3% 76.3%
全国平均 - 61.1% 31,709,084 17,195,696 10,134,491 102,724,567 4,614,407 52.4% 60.7% 13,998,806 44.0% 2,255,500 36,433 22.2% 27.2% 7.2 63.3% 60.5% 64.0% 72.6% 56.4% 58.5% 66.8% 67.0%

５．教育４．企業２．携帯電話・PHS ３．放送

都道府県
JISコード
(JIS X0401)

インターネッ
ト人口普及
率

ブロードバン
ド契約数
（FTTH,DSL,
CATV,FWA）

１．インターネット

携帯インター
ネット人口普
及率

地上デジタ
ルテレビ放
送対応受信
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の有業者の
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ソフト系IT産
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ソフト系IT産
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業　3業種
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業率

PCで指導できる教員の割合
教育用PC1
台あたりの
児童生徒数
（人/台）

学校のイン
ターネット接
続率（光ファ
イバ回線）

学校のイン
ターネット接
続率

（30Mbps以
上回線）

普通教室の
LAN整備率
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